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厚生委員会会議録 

平成１８年１２月１３日（水） 

（開 会）  １１：１７ 

（閉 会）  １６：１０ 

○ 委員長 

 ただいまから厚生委員会を開会いたします。 

「議案第１２３号 平成１８年度飯塚市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）」を議題と

いたします。執行部の補足説明を求めます。 

○ 健康増進課長 

 議案第１２３号 平成１８年度飯塚市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について、

補足説明をいたします。１１５ページをお願いいたします。補正予算書、１１５ページをお願

いいたします。 

 第１条におきまして、歳入歳出に２億１，２９８万６千円を追加し、歳入歳出予算の総額を

それぞれ１４０億４，２３４万８千円と定めるものでございます。 

 今回の補正は、１８年度の決算見込額を試算いたしまして、歳出では保険給付費等で、前期

の実績を基に後期の所要額を算出するとともに、一般会計からの繰出金を清算いたしておりま

す。歳入においても、国・県の支出金等を調整し、前年度繰越金を計上いたしております。 

 まず歳出予算について説明をいたします。１２７ページをお願いいたします。 

 １款、１項総務管理費、２項徴税費において、各費目における執行残ならびに決算見込みに

より増減をいたしております。 

 次のページをお願いいたします。２款、１項療養諸費において７，７９７万５千円の増額、

２項高額療養費で２，１２２万円の増額、３項出産育児諸費で６５万円の減額、４項葬祭諸費

で１４４万８千円の減額を計上いたしておりますが、それぞれ前期の実績と後期の見込み額を

試算いたしまして決算見込み額を求め、増減を計上いたしております。 

 ３款、１項老人保健拠出金、４款、１項介護納付金、次のページの５款１項共同事業拠出金

においては、それぞれ実績額の確定、また執行額の残による支出額の増減を行っております。 

 ６款、１項保険事業費においても実績見込みにより、減額いたしております。８款諸支出金、

１項２目償還金では、１７年度分の国庫への返還金を計上するとともに、次の、３項１目一般

会計繰出金において、１７年度決算額確定に伴う、一般会計からの補填金を清算し返還するた

めの１億７，９８６万６千円を計上いたしております。 

 次に歳入でございます。１２１ページに戻っていただきたいと思います。 

 １款、１項国民健康保険税において、１目一般分で４，０８３万８千円の減額、２目退職分

で３，３８０万４千円の増額、次のページの計で７０３万４千円の減額補正でございます。こ

れは、算出年税額、軽減額、限度超過額の増減等によるものでございます。 

 ３款、１項国庫支出金、２項国庫補助金については、歳出の保険給付費の見直しによるもの

でございます。 

 ４款、１項療養給付費交付金につきましても、退職に係わる療養給付費の見直しによるもの

でございます。 

 ５款、１項県負担金、２項県補助金につきましても歳出額の見直しによるものでございます。 

 ６款、１項共同事業交付金については、制度改正による影響での減額計上でございます。 

 ８款、１項一般会計繰入金では、軽減数等の確定による減額計上でございます。２項基金繰

入金では、歳入不足を補うために１億７０５万１千円を全額繰入れております。 

 ９款、１項繰越金は、１７年度繰越額確定により４億５，２２６万２千円を計上いたしてお

ります。 

 １０款諸収入では、決算見込みにより計上いたしております。簡単ですが、以上で補足説明
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を終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 楡井委員 

 歳入の件でですが、これは１１６ページを見るとわかりやすいと思いますので、ここの数字

をちょっと聞きたいと思います。国保税では７００万円の減、それから国の支出金で３億２，

８００万円、それから県の支出金で２，６４０万円、共同事業交付金で４，９３０万円の減、

それぞれ減額の補正になってますが、これの理由をお聞かせ願いたいと思います。 

 いま一つは、９款になるんですか、繰越金。端数切り捨てますけれども４億５，２００万円、

これは平成１７年度分が黒字だったというような理解でいいんでしょうか。その２点、お願い

します。 

○ 健康増進課長 

 保険税の方はただ今説明いたしましたけれども、平成１８年度の年税額を算出しております。

軽減、限度超過額等を賦課時点で精査いたしまして、減額の数字を試算いたしております。以

下、国庫支出金から療養費交付金、県支出金、共同事業等につきましては、これは一定率等で

国・県等から交付されるものでございます。歳出額の見込みによりまして、歳入額が減額とい

う形で、これも一定の率によりまして見込みを出して減額しているものでございます。また、

４億５，２２６万円につきましては、平成１７年度の歳入・歳出の実質収支ということで、予

算上に計上する金額を掲げておりますけれども、この金額から実質的な単年度の収支を計算す

る場合には、平成１７年度の単年度でどれだけの黒字になったか、赤字になったかを計算する

場合には、当該年度の基金の繰入金、また国の交付金等の清算といった手続きが必要になって

まいりますので、最終的には平成１７年度では３億９千万円程度の赤字になるという形になり

ます。この件につきましては、再度税率改正の条例を提案させていただいておりますので、そ

の中で説明させていただきたいというふうに思っております。 

○ 楡井委員 

 ２点目の件ですけれども、３億９千万円の赤字になるというのは平成１８年度の見込みでし

ょう。私が聞いたのは平成１７年度の収支決算では４億５，２００万円あまりの黒字なのかと

いうことなんですよ。 

○ 健康増進課長 

 予算上の形式的にはそういうことでございます。 

○ 委員長 

ほかに質疑はありませんか。 

（ な し ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２３号 平成１８年度飯塚市国民健康

保険特別会計補正予算（第２号）」については、原案のとおり可決することにご異議ありませ

んか。 

（ 異議なし ） 

 ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 次に、「議案第１２４号 平成１８年度飯塚市老人保健特別会計補正予算（第１号）」を議

題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○ 健康増進課長 

 １３３ページをお願いいたします。議案第１２４号 平成１８年度飯塚市老人保健特別会計

補正予算（第１号）について、補足説明をいたします。 
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 第１条におきまして、歳入歳出に４億８，７９４万２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を

それぞれ１４７億５，７０４万９千円と定めるものでございます。 

 今回の補正は、１８年度の決算見込額を試算いたしまして、歳出では医療給付費で１０月の

法改正による３割負担者の増等の影響で医療費の減額を見込むとともに、諸支出金で過年度清

算分を計上いたしております。歳入においても、支払基金交付金、国・県支出金、一般会計繰

入金等を調整するとともに決算に伴う前年度繰越金を計上いたしております。 

 まず、歳出について説明をいたします。１４０ページをお願いいたします。 

 １款、１項総務管理費においては、医療費適正化推進事業に係わる項目の組み換えと、決算

見込み額を試算し８７２万７千円を減額いたしております。 

 ２款、１項医療諸費において診療報酬改定と１０月の法改正による三割負担者の増等の影響

を見込みまして、医療費の減が見込まれるために、４億９，６１４万４千円を減額いたしてお

ります。 

 ５款、１項償還金では、１７年度清算による返還金を１，６９２万９千円計上いたしており

ます。 

 次に歳入でございます。１３８ページをお願いします。 

 １款支払基金交付金、２款国庫支出金、３款県支出金、４款繰入金、それぞれにおきまして、

診療報酬等の制度改定や受給者数の減少に伴う医療費の支払額の減により、ともに減額いたし

ております。 

 ５款、１項繰越金につきましては、１７年度繰越額確定によりまして１億２，４５３万４千

円を計上いたしております。 

 ６款、１項雑入で、諸収入を決算見込みにより計上いたしております。以上で、老人保健特

別会計補正予算の補足説明を終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２４号 平成１８年度飯塚市老人保健

特別会計補正予算（第１号）」については、原案のとおり可決することにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

 ご異議なしと認めます。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 次に、「議案第１２５号 平成１８年度飯塚市介護保険特別会計補正予算（第１号）」を議

題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○ 介護保険課長 

 議案第１２５号 平成１８年度飯塚市介護保険特別会計補正予算（第１号）についての補足

説明をいたします。補正予算書の１４３ページをお願います。 

 第 1 条で保険事業勘定の歳入歳出をそれぞれ１億１０４万４千円減額し、予算の総額を歳入

歳出それぞれ１０４億７５４６万１千円に、同条第３項で介護サービス事業勘定の歳入歳出を

それぞれ１，４６８万１千円を減額し、予算の総額を歳入歳出それぞれ１億３，９３２万１千

円にしようとするものであります。 

 それでは、保険事業勘定から事項別明細により歳出から主なものについて説明いたします。 

 補正予算書の１５５ページをお願いします。１款総務費、３項介護認定審査会費、１目介護

認定審査会費１，０１４万円の減額は、主に介護認定審査会の開催回数減による委員報酬の減

額であります。同じく３項、２目認定調査等費５２２万７千円の減額は、主に主治医意見書の

見込み件数の減によるものでございます。 
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 １５６ページをお願いします。２款保険給付費、１項介護サービス等諸費、１目居宅介護

サービス給付費７億１，４２８万円の増額は、在宅サービス利用件数の増加によるものであり

ます。２目施設介護サービス給付費１億１，９７７万７千円減額および６目の地域密着型介護

サービス給付費１億８，２６５万円の減額は利用の見込み件数の減によるものです。 

 同じく２款、２項介護予防サービス等諸費、１目介護予防サービス給付費５億３，８０９万

６千円の減額は介護予防給付利用の見込み件数の減などによるものです。１５８ページをお願

いします。 

 ４款地域支援事業費、２項介護予防事業費、１目介護予防特定高齢者施策事業費９７６万

４千円の減額は、生活管理指導員派遣事業委託および食の自立支援事業委託の件数の減による

ものでございます。 

 同じく４款、３項包括的支援事業・任意事業費、３目任意事業費１，０４３万８千円の減額

は、在宅介護用品給付費の見込み利用者人数の減が主なものです。 

 １５９ページ、６款諸支出金、１項償還金及び還付加算金、２目償還金計上の７，０５２万

円は、国・県の介護給付費負担金および社会保険診療報酬支払基金交付金の前年度額確定に伴

う超過受け入れ分を返還するものです。 

 次に歳入を説明いたします。１５０ページをお願いします。 

 １款保険料、１項介護保険料、１目第１号被保険者保険料２，４０３万１千円の増額は、当

初見込みよりも被保険者数の増加したことと保険料段階別人数の見直しによる増額でございま

す。 

 １５３ページお願いします。９款市債、１項財政安定化基金借入金、１目財政安定化基金借

入金３，９６６万３千円の減額は、保険料収入の増額および保険給付費の減額に伴い借入額を

減額するものでございます。 

 引き続き、介護サービス事業勘定を事項別明細により説明いたします。１６９ページをお願

いします。 

 歳出の２款事業費、１項居宅介護支援事業費、１目居宅介護支援事業費４４９万７千円の減

額は主に予防給付ケアマネジメント業務の委託見込み件数の減によるものでございます。 

 １６８ページ、歳入の１款サービス収入、１項予防給付費収入、１目介護予防サービス計画

費収入３，７５７万５千円の減額は、介護予防サービス計画作成見込み件数の減などによるも

のでございます。以上簡単ですが、補正予算書の補足説明を終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 楡井委員 

 説明を聞いておりましたところ、見込み違いというような言葉が度々出てきてるんですよね。

これちょっと、なんでそうなるのかなというふうには思いますけども、具体的に、介護保険料

が２，４００万円ですかね、増額の補正になっているようですので、この内容を教えていただ

きたいと思います。それから繰越金が、端数をちょっと省略しますが、約１億３，２００万円

というのは先ほど国保の内容でも聞いたように、平成１７年度の黒字と考えてもいいんでしょ

うか。その２点、まずお願いします。 

○ 介護保険課長 

 まず１点目の保険料の件でございますけれども、その理由の一つが、平成１８年度の介護保

険料の当初賦課で推計していました被保険者数３万９２０人に対しまして３万１，２４２人と、

３００人以上被保険者の方が多かったということと、もう一つは介護保険料の段階区分ごとの

人数のうち、第４段階以上の被保険者の割合が推計よりも多く、介護保険料が２，４００万円

あまり増加したものでございます。 

 もう１点、繰越金につきましては、前年度、暫定予算でございましたので、一般会計からの
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事務費繰入等を多めに入れておりましたので、その分があっております。それともう一つ、旧

飯塚市で財政安定化基金からの借り入れをしておりましたけれども、その未使用分と申します

が、それが４，１００万円ほどございまして、その分が合計して１億円あまりになっておりま

す。 

○ 楡井委員 

 そういう中身はあるにしても、１億３，２００万円というのを平成１８年度の決算に繰り越

したということには、間違いないんじゃないでしょうか。 

○ 介護保険課長 

 繰り越した額の中には、国・県、それと支払基金交付金からの義務負担割合で既に交付を受

けた分がございまして、決算に伴いまして不用額として今回の補正で上げております。その分

のうち、今回、国・県・支払基金に還付、返還金として上げております７千万円あまりの中に

も含まれておりますので、全てが黒字というわけではございません。 

○ 楡井委員 

 じゃあ、その１億３，２００万円のうち７千万円を引いた残りが、実質黒字ということです

か。 

○ 介護保険課長 

 その内に一般会計からの繰入金もございますし、財政安定化基金から借り入れた分で既に未

使用の分が４，１００万円ほどございますので、以上でございます。 

○ 楡井委員 

 それでは実質黒字は全くないということになりますね、今、おおざっぱな計算だけで言いま

すと。 

○ 介護保険課長 

 財政安定化基金の借り入れ等は、全体で、１市４町分で含めまして３億１，７００万円ほど

ございます。その内、実際に使用といいますか、保険給付に充当した分が２億７千万円ほどご

ざいますので、介護保険財政としては３年間を通しては赤字ということでございます。 

○ 楡井委員 

 次にお願いします。国からの国庫支出金、それから支払基金、それから県支出金、これらが

合計で４，９８０万円、それから４，７３０万円、２，３８０万円という形で減になっており

ますけれども、これは国保のところと同じような内容での減なんですか。 

○ 介護保険課長 

 保険給付費の減額に伴いまして国・県・支払基金交付金の義務負担割合で計算いたしますの

で、給付費減に伴うものでございます。 

○ 楡井委員 

 次に歳出の方をお願いしたいんですが、２款の大きな減がありました。２款の１項、それか

らこれは４億円くらいの増だったと思いますが、２款の２項のほうでは６億円くらいのマイナ

スになっています。この大きなプラスと大きなマイナス、これの差額、１億円近くあるんです

よね。この大きなプラスと大きなマイナスの中身はどういうことでしょうか。 

○ 介護保険課長 

 ２款１項、介護サービス等諸費で４億３，６００万円あまりの増額、それと介護予防サービ

ス等諸費で６億１，９００万円の減額補正をいたしております。その差が、１億４，５００万

円ほどの全体的な減額になっております。これは当初に見込みました要介護１以上、それと経

過的要介護の方の認定者給付費の割合と、今度の法改正でありました要支援１・２の方の給付

費の割合を、当初、国のワークシートに基づきまして試算しておりましたけれども、実際の認

定、そして給付の実績から見まして、今回大きく補正をしたものでございます。 

○ 楡井委員 
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 今、説明がありましたように、介護保険の見直しによって認定度が変わってきて、そしてそ

れに基づく試算といいますかね、これが大きく減ってきたと。特に２款のマイナスの方ですね。

これで言えば、制度見直しによる個人負担の増というのも影響しているのではないでしょうか。

それはありませんか。 

○ 介護保険課長 

 介護保険につきましては、原則、介護サービスを利用された方の 1 割負担ということでござ

いますので、負担額としては、1 割負担そのものは変わっておりません。 

○ 楡井委員 

 その負担の 1 割が変わったとかいうふうに質問したわけではなかったんですよね。つまり、

制度の見直しによって車椅子を貸し出さなくなったとか、それからベッドを貸し出さなくなっ

たとかいうような影響が出てるんじゃないかと思うんですね。その結果がこういう数字になっ

て表れてきてるんじゃないだろうかという心配なんですよ。その点どうですかね。 

○ 介護保険課長 

 今、委員が申されましたベッド、特殊寝台および車椅子につきましては、１０月以降、サー

ビス費の中から減額というか、下がっておりますが、全体的に申しますと、今回の補正の大き

な対応といたしましては、先ほど申しましたように要介護の方と要支援１・２の方の給付費の

内容、人数等の補正で、大きく金額の減額、もしくは増額を行ったものでございます。 

○ 楡井委員 

 要介護１、それから要支援１・２、こういうところの給付費の比率が大きいということは、

そのとおりだろうと思うのですが、結局１０月以降に車椅子とかベッドとか、そういう形でこ

れが貸しはがしといいますか、取り上げられているという関係の数字も、内容としては含まれ

ているということを、今、確認はできたというふうに思います。以上です。 

○ 委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な し ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

○ 楡井委員 

 一番最後の項目で私が言いましたような内容でですね、反対討論を本会議でさせていただき

ます。よろしくお願いします。 

○ 委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な し ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１２５号 平成１８年度飯塚市介護保険

特別会計補正予算（第１号）」については、原案のとおり可決することに賛成の委員は、挙手

願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

 賛成多数。よって、本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 次に、「議案第１３６号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条例」を議題といた

します。執行部の補足説明を求めます。 

○ 健康増進課長 

 議案書綴りの２８ページから３３ページまでに掲載いたしております。 

 提案理由の補足説明をいたします。国民健康保険税率の改正につきまして、合併協議により、

本年度中に住民負担を配慮するとともに財政負担を考慮し、新市において定める事となってお

ります。 

 今回の条例改正は、飯塚市国民健康保険運営協議会において協議のうえ答申を頂いたものを、
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飯塚市の財政状況を勘案いたしまして、新市での国保事業の健全な財政運営を図るために税率

の改正を行うもので、関係条例の一部を改正するものでございます。 

 新旧対照表で説明をいたします。３０ページをお願いいたします。 

 アンダーライン部分を改正するものでございます。第４条第１項中「１００分の９」とある

のを「１００分の１０．５」、所得割に係るものでございます。 

 第６条中「１万９，８００円」とあるのを「２万４，６００円」、被保険者均等割に係るも

のでございます。 

 第６条の２、「２万４，９００円」とあるのを「２万７千円」、世帯別平等割額に係るもの

でございます。 

 第７条中「１００分の１．４５」とあるのを「１００分の２．３」、介護納付金に係る所得

割額に係るものです。 

 第８条中「８，２００円」とあるのを「１万８００円」と改正するものでございます。被保

険者均等割額に関するものでございます。 

 次の、第１４条、保険税の減額、第１項第１号では７割軽減分の規定を、アで「１万３，

８６０円」を「１万７，２２０円」。イで「１万７，４３０円」を「１万８，９００円」。ウ

で「５，７４０円」を「７，５６０円」と改正し、次のページをお願いいたします。第２号で

５割軽減分の規定を改正するもので、アで「９，９００円」を「１万２，３００円」。イで

「１万２，４５０円」を「１万３，５００円」。ウで「４，１００円」を「５，４００円」と

改正し、第３号で２割軽減分の規定を、アで「３,９６０円」を「４，９２０円」。イで「４，

９８０円」を「５，４００円」。ウで「１,６４０円」を「２,１６０円」と改正するものでご

ざいます。 

 なお附則で、施行期日を平成１９年４月１日とし、適用区分で経過措置を定めております。

以上で終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので、質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 高取委員 

 国民健康保険税の税率改正について、この綴りですかね、この綴りについてまずはじめにで

すね。 

○ 健康増進課長 

 あ、委員長、すみません。 

○ 委員長 

 ちょっと待ってください。執行部からお話があるようです。 

○ 健康増進課長 

 失礼しました。あと１点、お手元に国民健康保険税条例の改正の資料を差し上げております。

資料の方の説明をさせていただきます。１２枚綴りのＢ４のものでございます。 

 国民健康保険税の税率については、先ほど申しましたけれども、１８年度は合併協議により

調整されました旧１市４町の平均賦課額において賦課いたしておりますが、１９年度以降の税

率につきましては、本年度調整する事となっておりましたので、国民健康保険運営協議会にお

いて協議を重ねていただきまして、去る１０月２７日に市長あてに税率改正の答申をいただい

ております。 

 飯塚市の国民健康保健事業の健全な運営を図るために、答申に基づきまして、税率を改正す

るものでございます。 

 なお国保運営協議会での審議経過につきましては、本年６月に第１回目の会議を開いていた

だき、１０月までに３回の協議会を開催いたしております。 

 会議におきましてはるる意見や要望等をいただいております。 
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 資料の方の説明に移らせていただきます。１ページをお願いいたします。１ページの国民健

康保険税の税率改正について、このページには今回の改正経緯の概略を記載いたしております。 

 まず１の福岡県および飯塚市の医療費の状況についてでは医療費の状況を、全国での福岡県

の位置するところ、また県内での飯塚市の位置するところを記載いたしております。福岡県は、

総額で全国８位、また老人医療費では全国１位と、医療費の高い県となっております。また飯

塚市は県内では、中間の位置にありますが、全てにおいて全国平均を上回っており、医療費の

適正化が大きな課題となっております。 

 ２番目の国民健康保険特別会計の現状におきましては、１８年度決算見込みと１７年度の決

算状況を比較いたしますと、赤字が１億９,３００万円増加しております。これは課税所得の

影響による税収の伸び悩みと、県の交付金や共同事業の差額が影響したもので、５億８，

０００万円の赤字が見込まれております。 

 ３番目の税率改正の基本的な考えにつきましては、２０年度から後期高齢者医療制度が創設

され、７５才以上の高齢者の取り扱いが別になるために、平成１９年度単年度を視野に改正を

考えております。 

 １９年度の所要医療費につきましては、１８年度決算見込額と同額を見込んでおります。歳

入では年金控除激変緩和措置の影響額、また地方単独分の影響額の増収を見込み赤字額を算定

して、医療一般分約４億４００万円、介護分約８，９００万円を是正するための税率改正を行

うものです。 

 ４番目の税率の算定方法につきましては、軽減割合を７割・５割・２割と適用するために、

応能・応益割合を 45％～55％の範囲で税率を設定しています。 

 ５番目であります。赤字解消に向けての方策でございますけれども、今後の健全な国保事業

の運営を図るための方策でございます。まず国・県に対しての財政援助については、合併によ

る影響等を含めた考慮を今後も引き続き要請していきたいと考えております。２番目の収納率

の改善ですが、納税課との連携を図りながら、隣戸訪問等による収納率の向上を図ってまいり

ます。３番目のレセプト点検等をより強化いたしまして医療費の適正化を図ってまいります。

４番目の生活習慣病の予防のための訪問指導を実施し、さらに強化いたしまして、重症化への

予防、また高血圧・糖尿病対策を保健事業と連携のもと推進し、健康づくりとその維持を促進

することによります医療費の軽減を図ってまいります。 

 ２ページの平成１８年度国保会計の決算見込の表でございます。１８年度の決算見込額を、

一般、退職、介護に分けて示しております。左の表が歳入、右の表が歳出ですが、右下に、歳

入から歳出を引いた収支額を記載いたしております。決算見込額で５億８，４３０万１千円の

赤字となっておりますが、１９年度の増収見込みを年金控除激変緩和措置分４，４２０万円と

地方単独分繰出見込額といたしまして４，６００万円の計９，２２０万円を加えますと４億９，

４１０万１千円の赤字となる見込みです。これを一般分と介護分に分けますと、一般分で４億

４４８万７千円。介護分で８，９６１万４千円の赤字となり、この分の補填が１９年度より必

要となりますので、これを賄うための税率改正が必要となるわけでございます。 

 ３ページは、医療給付費等の年度別推移表でございます。医療分の１８年度見込みが、前頁

の表の額と異っておりますけれども、前頁の資料は国保運営協議会に提出した６月時点の資料

で、こちらは１２月補正時点の見込みで記載いたしております。 

 各年度の計の欄で、前年比を見ていただきますと毎年前年より増加をいたしております。

１８年度はやや横ばいの状況になっておりますが、これは、診療報酬の改定や制度改正による

負担額の変更等によるものではないかと思っております。下の介護納付金についても、年々増

加傾向にあります。 

 なお介護納付金推移表の１８年度見込の１人当たり単価、右の一番下でございます。４万７，

５２８円となっておりますが、申し訳ありません。４万７，５７８円の誤りでございます。
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５０円、間違っております。 

 ４ページお願いいたします。今回改正する税率の比較を示しております。上２つの表が医療

分、下２つの表が介護分の比較表でございます。２番めの医療現行と医療改正および差引額を

記した２番目の表で説明をいたします。 

 左から所得割額、試算割額、均等割額、平等割額の合計から次の限度超過額を差引き年税額

Ａを算出いたしております。これから軽減額合計Ｂを差引いた年税額Ｃに収納率を乗じた調定

年税額Ｄと軽減額Ｂを加えて実収入額を試算いたしております。これによりまして、右端の軽

減プラス年税の欄Ｅの４億４４４万８，５５０円が税率改正による所要額となるものでござい

ます。なお改定率は軽減後で１４．２％のアップということになります。 

 次の介護分でも同じく右端の軽減プラス年税欄Ｅの７，９９５万７，７８０円が所要額とな

り、同じく３７．１％のアップとなっております。なお介護分のアップ率が大幅になっており

ますが、６ページに介護分の税率の変遷を添付しております。制度創設以来１６年度の飯塚市

以外税率の改正がほとんど行われておらず、介護納付金が年々増加傾向の中、据え置かれたこ

とが要因ではないかと考えております。 

 ５ページには、医療分の税率等の変遷を旧市町別に示しておりますが、表の中の網掛けを行

っている部分が、税率の改正を行った年度でございます。１４年度に穂波町が引き下げ、

１５年度以降では、１７年度に穂波町が引き下げ、筑穂町が引き上げの税率改正を行っており

ます。 

 次のページでは、介護分を記載いたしておりますが、１２年度制度創設以降、飯塚市のみが

１６年度に引き上げを行っている状況でございます。 

 ７ページには、近隣市町の賦課状況を記載いたしております。 

 ８ページには、一人当たりの賦課額比較表を医療分、介護分に分けて県下全市町村分を示し

ております。医療分では、列の中ほどに順位と書いてある欄があると思いますが、その左側の

軽減前の１人当たり賦課額とありますけれども、この金額の高い順番に並べております。 

 現在飯塚市は５６番目でございますが、改正後は２８番目となる予定でございます。県平均

よりは低い額というふうにはなっております。介護分では、４４番目が２０番目となりますが、

ほぼ県平均と同額でございます。 

 ９ページは、平成１７年度版全国の都道府県別１人当たり医療費の資料でございます。福岡

県はすべて上位に位置いたしております。 

 １０ページ・１１ページには、県内の市町村別１人当たり医療費を一般・退職・老人と分け

て示しております。 

 最後の１２ページには、国民健康保険税収納状況推移表を添付いたしております。現年度一

般分の収納率は、小計の欄で示しておりますように９２．８％、退職分で小計の欄の９８．

６３％となっております。現年度分合計で９３．９８％の収納率となっております。以下、下

の方には過年度分を記載しております。 

 なお現年度分の合計欄の年度ごとの収納率をご覧いただきますと、収納率は横ばいか微増の

傾向を維持いたしております。以上説明を終わらせていただきます。 

○ 委員長 

 すでに高取委員が先ほど質問をしかけておりましたので、高取委員の質疑を受けたいと思い

ますので、ご協力よろしくお願いいたします。 

○ 高取委員 

 今説明のありました国民健康保険税の税率の改正についてですね、綴りの分について質問を

いたします。私は財政上のことは非常にうとうございますので、質問が的を外れたような質疑

になるかもしれませんけれども、その点はよろしくお願いしたいと思います。まず初めに

１ページの２、国民健康保険特別会計の現状と書いてありますが、これを見てみますと１７年
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度決算では、約で申しますが、歳入が約１３２億円、歳出が約１２８億円で差し引き約４億

５千万円の黒字となっております。これは説明によりますと前年度繰越金と一般会計の補填等

の措置で黒字になっておると思います。それが無かったら、約３億９千万円の赤字であると述

べております。そこで質問いたしますが、この前年度繰越金はいくらあったのか、また一般会

計からの補填はいくらなされたのかお尋ねいたします。 

○ 健康増進課長 

 前年度繰越金ということでございます。前年度繰越金、１６年度の決算分でございますが、

１億５，３１９万１，１０８円で、あと一般会計からの繰り入れといたしまして６億１，

３７０万２，５７５円でございます。 

○ 高取委員 

 もう一度聞きますが、一般会計からは約６億１千万円で繰越金はいくらですか。 

○ 健康増進課長 

 繰越金につきましては、１６年度からの繰越金でございますので、約１億５千３百万円でご

ざいます。 

○ 高取委員 

 単年度は、出らんのですかね。 

○ 健康増進課長 

 １７年度の決算額につきましては、４億５，２００万円を見込んでおります。 

○ 高取委員 

 私ちょっと調べて質問しましたら、繰越金は単年度で４億５千万円あると、それで今一般会

計から今回約６億１千万円の計ですね、申しますと約１０億６千万円の国保会計の繰り入れが

あったので、差し引いて約４億５千万円の黒字が出たと、こういうふうに聞いておったわけで

す。でしますと、この４億５千万円の帳簿上といいますか、黒字が繰越金として出ると思いま

すので、これは１７年度の決算で出たんですから次年度の１８年度にはこれが繰越金として予

算計上されると思っておるんです。そういうことで私調べまして、１２月の定例会の特別会計

補正予算、先ほど説明のありましたこれですね、この説明の中に補正予算書の１３１ページに

先ほど楡井委員が質問されましたように諸支出金のところに全年度一般会計繰入金の返還金が

１億７，９８６万６千円、約１億８千万円が一般会計に返すという説明があります。この返す

という説明ですよね。これが私よく分からないんです。これはどういうことの説明なのか。そ

のところの説明が聞きたいのですが、というのは合併時の特別の措置として、私は確か６月議

会か９月議会か何かで聞いたと思いますよ。そしたら広域連合等を含めまして、一般会計から

この国保については今までに無かったけれども、一般会計から補助するといいますか、補填す

るといいますか、そういうことで国保会計を健全なものにしてスタートしていきたいと、こう

いう話があったんですよね。それが返すと、いっぺん一般会計から補填してもろちょって、ま

た返すと、こういうようなことですが、国保会計というのは独立採算というのは分かりますよ

ね。今までの説明からいたしますと、健全なものにしていくために、一般会計から繰り入れし

ましたよと、そして今からそういうことでスタートしていきますよという中で、また返したと、

このところの説明が分からない、ちょっと矛盾を感じるんですがね。 

○ 健康増進課長 

 今委員のおっしゃられたとおりで、合併の調整項目の中で合併時点で各１市４町国保会計の

赤字は新市には繰り越さないといったような協定がなされておると思います。その中で旧１市

４町におきまして、具体的には約６億１３００万円程度のまず金額を国保会計の方に繰り入れ

ていただきまして、１７年度の決算をそれぞれの市町でやっていただきまして、具体的にはそ

の約６億１千万円に対するプラスが出て約１億７，９００万円、今回１８年度の補正という形

で歳入の方に返還金として一般会計の方では入れさせていただいているところでございます。
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そういうことで、１８年度からスタートするために１７年度の国保会計を赤字のないものにす

るということでの今回の繰り入れ、一般会計への戻しということになろうかと思っております。

実質的には、６億１千万円から１億７９００万円等を差し引きました約４億３千万円程度が

１市４町１７年度時点での一般会計からの繰り入れになったといったようなことでございます。 

○ 高取委員 

 言われることは分かるんですけど、とにかく一般会計から出しちゃったんでしょう。出しち

ゃって、まあだいたい見込みですからね、入れてやったらちょっと金が余ったよと、余ったか

ら今市の財政は困っているから返せと、ちょっと三役来てありますからよく言っときますが、

返せと、そういうことなら我々としては入れてやったら今から先でも赤字になるんやから、も

うこの金は国保に使ってくださいと、もう１億８千万円あるけど使ってくださいというのが、

あなた達は特別会計で独立採算制やりよるけど、どうせこれは年々、だいたい４年から５年後

に見直しがありようその度に上げよるから、ここで親心か何か知らんけど、やると、やっとく

からこれでしっかりやっていきなさいよと、倹約すべきところは倹約してくださいよとか、国

に対してはものを言ってくださいよとか、とにかく国保会計というのは私一言で言ったら国の

政策がなっとらんですよ。とにかく地方は苦しいんですよ。今日ちょうど私が出てくるときに

ＮＨＫで行き詰まった国保会計というのがありよりましたよ。ところが、その中で国の仕組み

の悪いことばっかり言いよりますけど、地方ではどう対応するかというのが一言も出らんので

すよ、一言も出らない。地方は困っておるんですよ。ですから、今年の４月の改定かなんかで

福岡市は二十数億円の国保税が基準改正で四十数億になったと、こういうことをアナウンサー

がしゃべっておりましたがね、こういうことなんですよ。ですからそこのところがね、やって

余った、余ったらまた財政難から返せと言ったんだろうと思いますが、そこのところを私はよ

く理解できないんです。 

 ちょっと次に行きます。それで今三役が来てありますから、私はちょっと申し上げたいんで

すが、市の財政は当初４０億円の赤字であったと、そして予算を組んだら５２億円になった、

これは大事ということで市長が財政の危機宣言をされました。ところがこの頃になってよくよ

く精算したら２３億やったと、こういうことを言われました。ですから私は１９年度国保会計

には、合併時または合併後の特別措置として一般会計から少しでも入れられんかと、今まで独

立採算でやってきたけれども、それが合併時にはいろいろ問題があった、そして合併協議会で

は１９年度に、今までとにかく赤字にしないようにしとって１９年度の当初にいろいろ考えて

決めるという、決めるというのは上がることになるですよ。だから先ほど一般会計で共産党の

議員が言われましたように５億４千万円か、それだけをどうか支払いのために作らないかんと、

こういうことなんですけどね、今回は私は一般会計からの特別措置として、いいですか、

５２億が２３億になったんですからその点が考えられないだろうかと、そういうふうに思うん

ですがそこのところ答弁。 

○ 健康増進課長 

 ５２億が２３億というふうに繰り出しが減ったわけでございます。合併時の予算編成上打ち

切り決算というかたちの中で、時期がちょうど年度末という形のなかで、各市町いわゆるその

時期の支出額等を重複計上といったようなこともあったようなふうに聞いております。それと

繰り入れの件でございますけれども、先ほど申しましたように１７年度においては合計４億

３千万円程度の繰り入れを行っておりますし、新市におきましては行財政改革大綱を策定いた

しまして、非常に厳しい予算編成等がなされようとされております。申されますように国保会

計は独立採算が原則でございますので、なかなか一般会計からの繰り入れといったものについ

ても厳しいような状況があるわけでございます。 

○ 高取委員 

 それはよくよく私たちも分かっておるんですけど、合併にあたりね、こういう事を言いまし
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たね。合併協議会では、市の負担、即ち公共料金は低く、サービス・福祉は高くをモットーに

合併した。合併せないかんということで、そういうことを協議会で決めております。そういう

ことを決めて合併しましたけど、今思えば私はこれは間違っておるんじゃないかと、やっぱり

財政の実情を示しながら、皆さん合併するためには今から１０年後には非常に良くなりますか

ら、支出が抑えられますから皆さん協力してくださいよと言って、合併協議時に取り組んでお

かねばならなかった問題と、こういうふうに思っております。合併しまして今年４月に国の基

準の改定で国保税が従来よりも３倍、４倍になったっていうのが、健康増進課なり税務課なり

私のところにも電話がかかってきました。それがある納税者の方たちと思うんですよ。そうい

うような声があがりましたし、今度市がまた値上げしますと、何かもう、俺たちは２年連続の

値上げやないかと、こういうふうになると思うんですよ。福岡県下で２年連続して上げたとい

うようなのは、結果的に、ないと思うんですよね。そうすると市民感情というのは噴きあがり

ますよ。ですから先ほど言ったように、行政は努力しております、今回こういうことがありま

したけど、精査したら２３億円でしたから、今回は一般会計からある程度入れますと、皆さん

協力してくださいと、こういうふうにできないのかどうかということを申し上げたいわけなん

ですよ。そうするとみんなも仕方ないねと、国保財政というのは高齢化社会で医療費がどんど

ん上がるんだからということで、そしたら応分の５億４千万円が２億円ぐらいやきそれなら、

みんなが協力しようかなという形になるんですよ。先ほど申しましたけど、国の国保会計の矛

盾ですよ。交付税は下げる、とにかく出さないようにして、そして地方にはどげせいかと自主

努力をせよと、こういうことなんですよ。やっぱり今市長がおられますけど、県の市長会では

一番の問題と思うんですよ。ですからまず聞きたいのは合併時になんでそれが出来なかったの

か。合併の協議会の中でも美しいことばっかり言ってますよ。公共料金には低くとかね。その

ツケが皆さんのところに来てるんでしょうが。なぜ出来なかったのか、そこのところあったら

話してください。 

○ 保健福祉部長 

 合併のときの協議の経過ということでございますけど、私の方で簡単に協議の説明をさせて

いただきます。国保会計につきましては、議員さん皆さんご存知のように大変厳しい状況、こ

れはご承知と思います。飯塚市は勿論でございますが、県下市また国の方も先ほども委員さん

の方から発言がございましたＮＨＫのテレビを見せていただきました。そういう中で感じるの

は、やはり地方分権ですね、三位一体の改革、将来的に子ども、孫のためにどういう行政をや

るかということが基本的な合併で、あくまでも合併は経過ということで私自身はとらえており

ます。その中で国保税の税率改正につきましては、先ほども何べんも課長の方から答弁いたし

ましたように、国保税率は合併する年度は現行のとおりとすると、翌年度統一を図ると、その

統一保険料は１市４町の平均額とするが、合併の翌々年度の保険税については新市において新

たに設置する国民健康保険運営協議会で検討すると、なお合併の翌年の統一保険料についてか

かる賦課法、収納法等については、合併までに調整するということで、これは合併の大きな調

整項目でございます。これを踏まえた中で、どうしても赤字解消というのが第一前提でござい

ます。しかしながら、赤字解消で一般会計の方から投入というのはなかなか難しゅうございま

すが、先ほども答弁しましたように１７年度の赤字については、全て合併には持ち越さないと

いう合併項目の中で調整をさせていただいております。しかるに１８年については、それ相当

の赤字体制が見込まれるわけですが、それについては１９年を見込んだかたちの中で改正をし

ていくという基本項目がございますので、それに沿ったかたちで提案をさせていただいている

ところでございます。１７年には先ほども言いました、だいたい４億３千３百万円の一般会計

から投入をいただいておりますので、今後は私の方の国保運営といたしましては資料の１ペー

ジのほうにも掲げておりますように、国・県、これに対して強い要望を行っていくというのが

基本目標でございます。それと収納率の改善に努力をするということで、あとレセプト点検と
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か、またこれは病気にならないための予防指導ですか、そういう諸々の状況を今から先、取り

組んだ形で健全な財政運営をやっていくということで、いろいろ検討してまいっておりますの

で、一般会計の繰り入れにつきましては、そういう事情の経過の中でございますのでどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

○ 高取委員 

 分かったような分からんような合併時の取り決めですけど、ある程度行政としては決断する

ときは決断しとかんと後に尾を引くんですよね。それが住民の感情として、何か俺たちの選挙

で選んだ議員は、選挙で選んだ市長は、とこうなってくるんですよね。だから一生懸命やりよ

うことが、結果判断によって我々が思っておるように非常に悪化していく、こういうことなん

ですよ。この医療費が値上げしとる、これ分かりますよ、高齢化社会でもありますしね。国は

とにかく自分たちが出す分は減らしてしもうて、先ほど申しましたように地方に対しては何も

手立てをせんで自助努力をしなさいと、こういうことなんですよね。今言われました５番目に

書いてある４項目の件はわかります。よくわかりますけど、やっぱり法とか条例というのが決

められたら、それは中央官庁としては良かれとしてやりよる。それが施行されたときに矛盾な

りマイナスが出てきてプラスマイナス、私はプラスにならないかんとがマイナスになってはや

っぱり法改正をしなくてはならんと思うんです。そういうようにさせるのは、地方の責務と思

うのです。実態を国・県に上げると、そして自分たちの思想心情で今教育基本法やらいろいろ

改正しておりますけど、そういうことじゃないんですよ。生活、生きること、生活することが

大事ですから、こういう点は皆さんからしっかり言っていただかなければならんと思うんです。

そこで私はこの件については非常に関心を持ったんですが、先ほど国保運営協議会か、３回も

たれましたと、スーッと通ってきたような感じがするんですが、値上げに対してどういう意見

が出たんですか。そこのところ、結論的にはどういう結果になったのか言ってください。 

○ 健康増進課長 

 ６月に第１回目の運営協議会を開催させていただきまして、８月、１０月というふうに３度

開催していただき、１０月２７日に先ほど申しました率の答申を受けております。まず経過と

いたしましては、第１回目の６月の時にはそれぞれの団体の方から委員さん出てきていただい

ておりますので、国民健康保険の制度につきまして再度認識していただくという意味を含めま

して説明し、１７年度の決算見込みなり１８年度の予算、また今制度改革で非常に変革の時期

でございますので、そういったものの説明をいたしました。その中では１回目にはどのくらい

の国保の所帯の方がおるのか。また低所得者に対して発行している資格証明書等についてもど

うなのかといったような具体的なご質問等も出ておりました。２回目８月には再度より国保財

政上の仕組みといったようなものも説明する中で、税率の改正案を医療分、介護分それぞれ各

パターン必要額、先ほど申しました４億円ならびに８千万円トータル４億８千万円程度の必要

所要額をするためには、その前後何パーセントくらいになるとこういう金額になりますといっ

たものを数種類示させていただきまして、検討をしていただいた経過がございます。その中に

おきましても１人当たりの税額、また県下でどういうふうな状況になっているのかといったよ

うなご質問もございました。３回目には、最後の会議でございますけれども、具体的なご意見

等いただいております。一番強く要望されておりました徴収率等の関係につきましても、精一

杯徴収いたしております。先ほど申しましたように一定の徴収は上げておると思いますけれど

も、まだまだ未納者がおられると、この解消に向けての更なる努力をするようにといったよう

なこと、またちょっと論点が外れますけど、社会情勢、景気が悪いからどうしても払いたくて

も払えない人がかなりいるんではないか、そういったような意見も承っております。また予防

といった意味での検診といったものも大切ではないかということで、このことについての意見

も出されておりました。そういう意見を受けまして答申の中にもそういったことが網羅された

中で、新しい医療費適正化の計画を１９年度からたてなくてはいけません。予防に向けた取組
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みで医療費の削減を図りながら負担を軽くしたいといったようなことをお答えして答申書をい

ただいた経過がございます。 

○ 高取委員 

 この質問で終わりますけど、私もかつては国保審議会に出ておりました。その中には医師会、

薬剤師会それから歯科医師会やら出ておられますけど、皆さんがデータ見せられますと医療費

が今年まではこうだけど来年は足らんと、赤字だということでお医者さんも一言も言われんで、

意見やら言われんで賛成なんですよね。皆さんそういうデータみたら値上げは阻止せないかん

とかいう意見、支払いが出来なくなるんですからね。そういうようなことを私は今までずっと

経験をしてきましたけど、そのときに質問が出るのはどういう質問かというと、基金はありま

すかと、基金ばっかりですよ。基金はありますか、基金は５億円ありますと、そしたら当分い

いですねということです。皆さんの回答としては、３年後に、４年後に国保会計の見直しがご

ざいますので、そのときに、そのときにで今まで全部可決してきとるわけなんですよね。です

から、先ほど言いましたように、結果的には飯塚市は２年連続で値上げをしなくちゃならんと

いうことですから、先ほど申しましたように行政としてもこれだけ一生懸命やっております、

これだけの措置をやりますという、私は一般会計からのいくらでもよいと思うんですよ。補填

をして、ただしこれは特別措置だから今回だけですよ、合併時の問題だけですよと、そういう

ことを強く要望するとともにもう一つ国保会計が赤字にならないような努力をしなくてはなら

んといっても、なかなか難しいんですよ。私は、ここに支払いのチェックをするようなことや

らをずっと書いてありますけど、それより県・国、これに対してしっかり物申す、やっぱり人

の生命を預かるんだから他の補助金はいらんけどこれはくれと、こういうことをですね。それ

から兼本議員が言われましたように病気には早期発見、早期治療が大事なんですよ。今国保会

計を圧迫しとるのは高額医療なんですよ。高額医療に、難病になってしまって治療しようとす

れば相当な金がかかりますよ。国のことを言いましたけど、国民健康保険というのは、表現は

悪いですが世の中の弱者のあれですよ。組合と言いますか、私は前職は高等学校の教員をして

おりましたが、これは共済組合、これ案外いいんですね、医療費払うのに。それから大企業の

厚生年金組合ですか、こういうのもゆとりがあるんですね。ないのはどこかというと国保だけ

なんです。それを今飯塚市、市町村が独立採算制でやってて苦しいんですよ。国は、中央は命

令するばっかりですよ。これしました、はい、自助努力しなさい、そして健全にします、国は

こうしたら行政改革でこんなにお金が要らんようになりました。小さな政府、健全な政府にし

ます。いいですよ、しかし末端は大事なんですよ。一口で言ったら、国保会計は国ですよ。国

のやっぱりやり方というのが、我慢できないような形なんですよ。しかし、地方において医療

費が払えないというのなら値上げせないかんが、私もそういうことを言ってますが賛成せざる

を得ないんですよ、我々地方議員としては。そうしますと問題はどこかといいますと、先ほど

も言いましたように市長三役の方で決算されるときに、よしこれは政策としてこれだけはやろ

うと、飯塚市は。そういうのをお願いして私の質問は終わります。 

○ 委員長 

他には質疑あるんでしょう。では、暫時休憩したいと思います。 

休 憩 １２：３６ 

再 開 １３：４５ 

○ 委員長 

 委員会を再開いたします。ほかに質疑はありませんか。 

○ 楡井委員 

 それでは、議案第１３６号について質疑を行います。具体的な質問に入る前に、現在の医療

情勢について私の認識を述べさせていただいて、誤りがあればご指摘いただければと思います。

去る６月１４日に、保険証の使える医療を大幅に切り縮めることや、公的医療保険の役割に大
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きな変化、変質をもたらす医療制度改革法が国会で成立いたしました。その中身を見てみます

と、これは既に皆さんご存知のことかもしれませんけれども、今年の１０月から７０歳以上で

現役並み所得者の医療費窓口負担が３割になりました。これらの人は、７月から１０月の間に

それまでの１割から２割・３割というふうになったものであります。同時に、療養病床への

７０歳以上の入院している方にはホテルコストといわれる個人負担が加わりました。入院中の

食事は医療の一環であり、治療の一環であると思います。レジャーで入院しているわけではあ

りませんので。このホテルコストが払えずに退院を迫られるという人も出てきているわけであ

ります。このことで言いますと、療養病床は現在医療型が２５万床、介護型が１３万床、合計

３８万床あるというふうに言われておりますが、今後６年かけて、つまり２０１２年、平成

２４年には医療型を１０万床減らす、１５万床に。介護型は全廃するという計画になっている

ようであります。削減されるベッドは、空いているベッドを削減するというならわからないで

もありませんけれども、待機者がたくさん増えている状況の中でこういう状態が作られるとい

うことであります。さらに、この医療制度改革でいえば、２００８年、平成２０年４月、ここ

からさらに一層厳しいものが実施されようとしています。２００８年４月からは、先ほど言い

ましたホテルコスト、これ現在７０歳以上ということになってますけれども、これが６５歳か

ら６９歳の人へ広げられます。また、７０歳から７４歳までの低所得者の窓口負担が、現在の

１割が２割に引き上げられようとしています。それから高額医療制度の個人負担上限、これが

７万２，３００円が８万１千円に引き上げられようとしています。それから後期高齢者医療制

度というのが創設されるというわけであります。この後期高齢者医療制度というのは、７５歳

以上の後期高齢者を対象にした保険を、国民健康保険から切り離して作られるもので、その保

険料は介護保険料と同様に年金から天引きされるということになるようであります。年金は

１円も増えてないのに、定率減税の廃止、高齢者控除の廃止、年金控除の引き下げ、これらに

よって所得税、住民税、国保税、介護保険料、これらの引き上げに、また大幅増になっていま

す。この新たな負担になるわけであります。後期高齢者保険というのは、また滞納者には資格

証や短期保険証が発行されるということになっておりまして、この弊害は言うまでもないと思

います。診療報酬制度も別立てとなるわけであります。２００８年、平成２０年４月からは前

期高齢者の国民健康保険税も年金からの天引きとなるというふうに言われています。この後期

高齢者保険の財源は、被保険者が１、国保などから４、公費が５ということでスタートするよ

うですけれども、これが２年ごとに見直すということになっておりまして、高齢化が進む日本

の現状では、この割合が変化して公費５を少なくしようという国のやり方が目に見えているよ

うであります。その具体的な数字があります。現在の国民医療費の財源構成、これを見れば一

目瞭然だというふうに思います。１９８０年と現在、２００６年、２００５年、これを比べで

みましたら、国費の占める割合が１９８０年には３０．４％でしたが、これが今は２６％にな

ってる。事業主負担が２４％が２０．６％になってる。一方、地方の負担は５％から８．８％

に上がっています。そしてさらに家計、いわゆる被保険者のほうは４０．２％から４４．６％

に引き上がってる。このようなことから見ても、この後期高齢者保険の財源、１・４・５とい

う比率が将来大きく被保険者の方にかかってくる、そういう危険性といいますか、弊害も持っ

ているんじゃないかと思います。こういうような医療状勢の中で本議案が提起され、総額５億

４千万円といわれる引き上げ額、１世帯あたり約２万円、１人１万円の値上げが国保世帯に押

しかぶせられようとしているということを踏まえたうえで、具体的な質問に入らせていただき

ます。 

 まずはじめに、質問の第一は、標準世帯の旧自治体での国保税額、または旧自治体ごとの平

均国保税額、これを教えていただきたいと思います。 

 次に、同じ質問の中身の１つの内訳ですけれども、議案の税率による標準世帯の国保税額、

これを教えていただきたいと思います。そして、はじめのやつと２番目に言ったやつとの差額
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といいますか、これを数字で示していただきたいと思います。まずそこからお願いいたします。 

○ 健康増進課長 

 標準世帯のということで、非常に、標準世帯というのが難しいわけでございますけれども、

手持ちのデータで標準世帯を算出いたしました、その数字でお答えさせていただきます。まず

前段といたしまして、標準世帯というのが課税総所得額、いわゆる平成１８年度の課税総所得

を総世帯数で割りまして出した平均的な世帯の所得といった金額を１１５万８千円程度に設定

をして、その世帯の固定資産税額を約４万８００円程度と設定いたしまして、医療の平均被保

険者が２人、介護が１人と言う家族構成を設定した中での世帯ごとの税額というふうに、まず

前段で説明させていただきます。 

 まず現行の税率、平成１８年度の税率で出した場合が、医療分と介護分合計で１６万５，

３００円となります。そして改正案ではこれが１９万９，０００円というふうになって、３万

３，７００円の増というふうになってまいります。 

 この改正案の１９万９，０００円と旧市町での差額というふうに説明させていただきますと、

旧飯塚市で１６万６，１００円、これが１９万９，０００円になりますので３万２，９００円

の増。旧穂波町で１６万４，２００円でしたので、３万４，８００円の増。旧筑穂町では

１６万６００円で３万８，４００円の増。旧庄内町では１７万２，０００円ですので２万７，

０００円の増。旧頴田町では１７万８００円ですので、２万８，２００円の増。ということで、

旧１市４町を単純に平均しますと、差し引きで３万２，２６０円の増ということで、現行税率

との差し引きは３万３，７００円の増でございます。 

○ 楡井委員 

 相当大きな、平均して３万２，０００円以上の引き上げということになります。先ほど私、

はじめの中で言った数字よりも随分大きい数字が示されたわけです。それで、次に、平成

１８年度の２割・５割・７割軽減の件数と金額、これがわかれば教えていただきたい。同時に

もう１つ、５３万円以上、いわゆる上限ですね、これを超えている国保税のカットした件数と

金額、これを教えていただきたい。 

○ 健康増進課長 

 平成１８年度当初賦課で軽減をした世帯でございます。７割・５割・２割、トータルで申さ

せていただきます。医療分で１万４，４４２世帯、約４億６，２０５万３千円でございます。

介護分で４，９４０世帯、２，５３８万１千円。合計で１万９，３８２世帯の４億８，

７４３万４千円。 

 それと限度超過でございます。医療分で５７７世帯、金額で３億４，２２２万３千円。介護

分で２６１世帯、２，７２６万６千円。合計で８３８世帯の３億６，９４８万９千円。以上で

ございます。 

○ 楡井委員 

 ついでですけれども、この減免の関係なんですけど、滞納額が１０億９，０６５万円という

ようなことになってると思います。これは５，３４８件で１０億９千万円ということになって

おりますが、これが２割・５割・７割軽減世帯の滞納額に占める割合、それから５３万円の打

ち切りの世帯に滞納があるのではないかと思うわけで、２割・５割・７割、ないし５３万円以

上の打ち切りという人たちが、この１０億９千万円の中に占める割合というのがわかりますか。 

○ 健康増進課長 

 滞納分、過年度分につきましては、それぞれの割合の部分についてはデータを持っておりま

せんので申し訳ございませんが、わかりかねます。 

○ 楡井委員 

 今、データがないということであって、調べればわかるということでしょうか。 

○ 健康増進課長 
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 現段階では調べてもわからないというふうに聞いております。 

○ 楡井委員 

 なぜこんなことを聞くかといいますと、先ほど言われたような大きな金額の引き上げになる

わけですね。そして、２割・５割・７割の軽減世帯というのも極端に出てくると思うんですよ

ね。そういう状況の中で、滞納がどんどん大きくなっていきはしないかという心配もあります

し、さらにその中の減免世帯や５３万円頭打ちの世帯、こういうところがどういう状況になっ

ているのかというのが、キチンと把握されないまま今度の条例が提起されてるということにつ

いて言えば、市民の実態を知らないまま、つかめないまま、この条例案が出されているという

ことになるんじゃないかというふうな思いがあるわけですね。 

 それから次の質問に移りますけれども、国保会計へ一般会計からの法定外繰入というのはあ

るんでしょうか。 

○ 健康増進課長 

 平成１８年度におきましては、基本的に一般会計からの繰入につきましては、予定はござい

ません。 

○ 楡井委員 

 今回の値上げ、改定が実施されるということになると、これは１年間分の改定になるわけで

すね。そういう理解でいいですね。 

○ 健康増進課長 

 平成１９年度、単年度という基本的な考えでございます。 

○ 楡井委員 

 この点では、先ほど高取委員が強調されておりましたように、私としても、１年間だけであ

るわけですね。なぜならば２００８年の４月からは高齢者後期医療保険、これを創始しなけれ

ばいけないということで、国保会計を相当全面的に見直さないといけないという作業が残って

るわけですよね。そういうこともあってですね、やはりこの１年間かけて、先ほど言いました

ような滞納者の状況とか市民の生活の状況などをきちんと見極めたうえで、発揮させなければ

いけないということが出てくると思うんですね。キチンとした方向をですね、国保会計。長年

の、一定の期間を持ったやつにしないといけない。そういう意味ではこの１年間だけの改定と

いうことでは、市民の混乱なども生む可能性もあると、問い合わせも殺到してくると、仕事も

なかなか大変だというようなことがあるので、１年間であれば、何とか考えて税率を見送った

らどうかというふうに思ったりもしております。 

 それで次の質問に移りますけれど、先ほど高取委員がやってた、この資料ですね、これに基

づいていくらかお聞きしたいと思います。第一は、税率改正についてということで大きく５点

書いてあります。その第１点の５行目の一番最後のところですけど、医療費の適正化という言

葉があるんですね。これは、どういうことを指して適正化というふうに言ってるのかというこ

とを聞きたいわけです。それで、短期保険証や資格証の発行の論拠に、この適正化という言葉

が使われているのではないかという気もしますので、まずこの医療費の適正化ということの定

義づけといいますかね、これを説明していただきたい。 

○ 健康増進課長 

 医療費につきましては、この適正化という言葉は、平成２０年度からも医療費適正化計画と

いったような具体的な数値目標を持った計画を設定しなくてはならないといったような国の方

針等も出されております。適正化といったことは、いわゆる、病院にかかるな、といったよう

なことではないというふうに理解しておりますし、病院にかかる前段での予防、一定の検診等

によります、前段の、基本的に保健事業等で医療の重症化になる前に一定の手立てをもって生

活習慣病なりいろんなことを抑えていって、どうしても医療が必要な方には十分に医療を受け

ていただくと、そういった適切な、基本的にそこで医療費がかさまないようにといったものも
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含めて、前段の予防といったものが大きく前面に出されているというふうには理解をいたして

おります。 

○ 楡井委員 

 今言われたようなことが本当に実施されようというふうにしているならいいんですけど。し

かし具体的にはそうなってないというふうに思うんですよね。なぜならば、資格証の発行が、

決算審査の中でも明らかにしましたように随分増えてますでしょ。それから高齢化が進むとい

うことになれば、当然医療費はかさむわけですよ。それからいま一つは、予防ということで健

康診査の話も出ましたけど、この合併になった後、健康診査の個人負担分といいますかね、手

数料といいますか、これが軒並み有料化になったでしょ。そういうことから考えたら、ここの

一番最後に書いてある生活習慣病の予防というのは、これは成し得ない課題じゃないかという

ふうに思うんですよ。いかがでしょう。 

○ 健康増進課長 

 基本的に、今言われましたように、生活習慣病の予防等の訪問指導の実施というふうに書い

ております。先ほどもちょっと申しましたように、平成２０年度からの制度改革に向けまして、

予防に重点を置いた施策といたしまして、具体的には特定検診、特定予防・指導といたような

制度的なものが義務化されます。その中におきまして、一定の数値目標も求められます。その

ことによりまして、医療を必要な方に十分に受けていただこう、そこまでない方には前段でそ

うならないような施策に重点を置いていこうといったような国の考えでございますし、そうい

うことを前提といたしまして、今後の国保会計の赤字解消の大きな施策として進めていきたい

というふうに考えておるわけでございます。 

○ 楡井委員 

 国の施策は国の施策としていいんです。要は、やっぱり飯塚市民に対する行政、議会の責任

を論じてるわけですからね。ですから先ほどから言いますように、早期発見・早期治療と、こ

れが病気を重くしない最大のものだと強調されておりますけれども、それならその資格証を取

り上げておいてですよ、それから予防のための検診に行きたいという人に対して負担をかけて

おいて行けないような状況を作っておいてですよ、早期発見・早期治療もないじゃないですか。

そう思いませんか。 

○ 健康増進課長 

 基本検診につきましては、老人保健の中で一定、基本検診のそれなりの実績が上がってきて

いると思っておりますし、先ほど申しました特定検診というのは、さらにその実績を上乗せし

ているという部分の考え方でございます。資格証明書につきましては、平成１２年度からです

か、義務化されまして、いわゆる滞納者に対する納税の折衝と申しますか、納税していただく

という１つの手段として資格証明書を発行いたしております。そのことによって、病院にかか

るなということは全く考えておりませんし、意味しているものではないと考えております。そ

ういうことで、資格証につきましては前回申しました、平成１７年度末では８７５人の方が資

格証を発行しておった数字でございますが、最新の数字で申させていただきますと、平成

１８年の１１月末で７３５人と、若干減っております。そのことによって、納税されたという

か、その辺の内容は特定できませんけれども、そういう機会を持つための一つの手段であると

いうふうに理解いたしておりますので、よろしくお願いいたします。 

○ 楡井委員 

 水掛け論的な話になると、審議の進行を妨げるというような形になると思います。けれども、

やはりこの資格証明書を今まで全然発行してなかった自治体があるわけですね。そこが新たに

資格証明書を発行するような結果になってるわけだから、合併の結果。従って、これ、資格証

明書をもらうと、やっぱり病院に行くのに足が遠くなると思うんですよ。いろいろ言ってもで

すね。そういうことをとりあえず指摘しておきたいというふうに思います。 
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 それから次の問題ですけれども、この同じページの２番目に、平成１７年、先ほど言いまし

た、４億５，２００万円くらいの黒字ということがありまして、平成１８年度の見込みが逆に

５億８，４００万円くらいの赤字というふうに書いてあるわけですね。この落差は１０億３，

６００万円あるわけですよね。この落差の原因というのは、どういうことなんでしょうか。 

○ 健康増進課長 

 先ほどもちょっと説明いたしましたけれども、平成１７年度の予算上、形式的に４億５，

２２６万３，７６６円あるわけでございますけれども、この中から平成１７年度の単年度の実

際の収支を出す場合には、基本的に一般会計からの基準外での繰入金、それと平成１７年度に

使われた医療費、それに対する国からの交付金・負担金等、これを増減、清算をして、その年

度の特別会計の黒字であるか赤字であるかを出してくるわけでございまして、その４億５千

２百万円が、次の行に書いておりますように、３億９千万円の赤字まで減になるという予測で、

そこに書いておりますし、平成１８年度は、次の２ページに決算見込みというふうに書いてお

りますけれども、これが歳入部分・歳出部分を試算した５億８千万円でございます。これ、平

成１８年度におきましても、一般会計繰入、また国・県等の増減の清算といったものは発生し

てくるわけでございますので、ここでただ今申されました１０億円という数字には、基本的に

はなってこないというふうにご理解をしていただきたいと思っております。 

○ 楡井委員 

 １０億円にはならないという見通しですけど、先ほどの補正予算の審議の時も言われたよう

に、今回合併との絡みもあって、相当見込み違いとか、相当大きな数字が訂正、補正があって

おるわけですよね。そういう心配はないですか、この会計については。 

○ 健康増進課長 

 データといたしまして、平成１７年度末の合併時には多めに計上したというのがそれぞれに

見受けられましたけれども、現在示しております数字は最新の数字をもって示させていただい

ております。ただ、２ページの部分につきましては、平成１９年度の税率改正に向けての、平

成１８年度と同じ推移でこういうふうになりますということでございますので、そこはまだ推

移の範囲であるというふうにご理解をしていただきたいと思っております。 

○ 楡井委員 

 それから３のほうに、税率改正の基本的な考え方とあるんですけど、年金控除の激変緩和措

置の影響額ということで４，４２０万円が組んであります。これは確か、１人当たりにすると

約１万円くらいになるのではないかというふうに思うんですけれども、今回また、来年度にな

りますけれども、定率減税が全廃になるということになりますので、この金額がまた増える可

能性があるということになると思うんですね。そういう意味では、年金で暮らしてる方たちは

今年のこの影響額、約４，４００万円、さらに来年の定率減税がなくなったことによる、同じ

金額くらいじゃないかと思います。そして今度の国保税の負担増ということで、三重の負担に

なってくる。年金生活者の方ですね。こういうことを私思うんですけれども、そういうふうな

理解は間違ってますか。 

○ 健康増進課長 

 国保税の年金控除激変緩和措置といったものが平成１８・１９・２０年度の３年間の経過措

置でございますので、今言われましたように、負担、いわゆる控除が減るということは基本的

に税額がその分若干伸びますし、各被保険者におきましては負担増ということになると思いま

す。 

○ 楡井委員 

 ここに、ある人の現在の納付書があるんですよね。この方、課税標準額というのが２２５万

円ですから、先ほど言われた１１５万円でしたかね、それよりは随分収入のある人なんですけ

ど、この人現在、介護保険料と合わせて２８万８，０００円払ってるんですね。これが今回の
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税率改正で計算しますと、３５万０，０６０円とかいう数字になって出てきてました。結局、

２８万８，０００円が３５万円ですからね、７万円近く納入が増えなければならないという、

ひどいものなんですね。ですから、こういうふうな形で、どの家庭の人達も、先ほど言われた、

大方平均３万円以上でしょ、どの自治体もね。そういうような状況の中でこの負担の増加、こ

れがここだけならいいんですけど介護保険も含まれた金額になれば随分大きな金額になるんじ

ゃないかというふうに思います。そういう意味で、４ページに数字がいろいろ書いてあります。

これで、税率および税収比較表というやつの中で、一番最後のほうの限度超過世帯、これが現

行と改正の後では５３６から７４２というふうに、２０６世帯増えることになっています。さ

らに、介護の関係でいえば、２６１世帯が５９９世帯まで倍以上、３３８世帯も増加になると

いうことになってるわけですけれども、これは先ほどの定率減税だとか老年者控除の廃止とか、

そういう国の税制改正といいますかね、改悪ですけれども、それとの絡みでこういう増加にな

ってるのどうかというのは、わかりますか。 

○ 健康増進課長 

 現行と改正の部分でございますけれども、現行では所得割で９％で掛けております分を１０．

５％掛けております。ということは、おのずとそこで所得割額が上がってまいります。そのこ

とによりまして、ボーダーラインにおられる方が上がっているということになる数字でござい

ます。 

○ 楡井委員 

 そうすると、税制改正で金額が増えるから世帯が増えるということでありますけれども、当

然そんなふうに税金の額が上がるということは、先ほども説明があったように老年者控除で控

除額が少なくなれば課税所得が上がる、当然国保税も介護保険料も上がるという関係になりま

すから、私が質問したことについて言えばそのとおりだと、こういうことになると思うんです

が、そういうことでいいですね。 

○ 健康増進課長 

 限度超過額５３万円ということでございますので、定率減税云々との比較ということではち

ょっとその辺は分かりかねるところがありますけれども。 

○ 楡井委員 

 結局その５３万円を超える世帯が定率減税や老年者控除やそういうことが廃止になって、世

帯がそういう意味で増えるというふうに今言われたんですよね。ですから当然私の言ったよう

な方向になるんじゃないかというふうに思います。分からないということじゃないんじゃない

かと思うんですね。 

 それから次に６ページに移らせていただきますと、この１．４５という１８年度、それから

８，２００円と、これ介護の関係なんですけど、これがずいぶん今度は２．３５ですか、それ

から１万８００円という形に大きくなります。この影響というのが先ほど言われたように４千

数百人だったですかね、というような数字に示されていたというふうに思うんですよね。これ

でその総金額というのはどういう金額になるかというのはお分かりになりますか。 

○ 委員長 

 ちょっと質問が分からん、ちょっと最後の・・・。 

○ 楡井委員 

 介護保険の税率改正によって、介護保険だけをとってみた場合の金額の大きさといいますか、

差額。現在がこれくらいで改正でこのくらいになるというのがどこか資料にありましたか。も

しもあったら示していただきたいと思います。 

○ 健康増進課長 

 ４ページの方に税率および税収比較表、介護、医療というふうにございます。そこで下の方

の、一番下の方に介護現行、一般、退職、計、介護改正、一般退職、計、差し引き額、一般、
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退職、計というふうに示しております。こちらの方にその税率に伴います金額等の差額等を出

しております。 

○ 楡井委員 

 それでその結果、現在の介護保険料の３７％増ということになるんでしょう。そういう意味

で、それで上の方の医療の関係の税額の計算のところで調定年税額、それから介護保険の方も

調定年税額というのがありますけど、これは結局、調定全額ではなくて調定の９３．５％とか

という、下の方、両方二つありますけれども、９８％、９１％という、１００％保険税、これ

を集めようという姿勢ではないというふうに見えるんですがそう見ていいんですかね。 

○ 健康増進課長 

 決してそういうことではございません。 

 １２ページの方に収納状況推移表ということで書いております。１４年度から１７年度にそ

れぞれの収納率を挙げております。今回４ページの方の医療分でコンマ９３５、介護の一般分

でコンマ９１０、退職分でコンマ９８０、この部分というのは基本的に数値目標といたしまし

て努力目標も含めた上でこれ以上のものを一応目標に、基本的には考えておりますけれども、

今必要な額ということで４ページにおけるその調定年税額のコンマ９３５なりというのはここ

に１００％の数字を持ってくることによるとまた赤字といった形が１２ページの調定推移表で

見ていただいてもお分かりになると思いますけれども、一定の徴収率の水準は確保いたしてお

りますし、今後この部分も上乗せすることによりまして赤字体質からの脱却からの一つの大き

なウェイトを占めてくるというふうにも理解しております。 

○ 楡井委員 

 滞納額が１０億９，０００万円あるわけですね。約１１億円。この滞納額の現年分の０．

９３５、９３．５％でしか、この予算を組むというようなことでいえば、後の６．５％という

調定額は初めから皆さん方の視野から消えてしまってるんじゃないかというふうに思いますよ

ね。当然その１１億円の滞納額の問題ありますね。総合計の一番右の一番下見ると７２．７％

じゃないですか。これ滞納額を含めたらこの数字なんですね。現年分だけ見れば９３前後でず

っと推移してますけども。だから結局全体の金額を視野に入れたものを追及せないかん。これ

は決算のときもそういうふうな意見を述べたと思います。そうなってくると滞納者に対して非

常に厳しい態度で臨まないかんというようなことを共産党として推進するんかというふうなこ

とになりますけれども、その点はその点でちゃんと穂波のときの申し合わせ事項をちゃんと抑

えておりますのでね、その視線で滞納問題にも取り組まないかんという関係になってくると思

うんですよ。だからはじめからこの９３％、９４％、１００％目に入れないというような姿勢

での取り組みということは正しくないんじゃないか。確かに赤字になったらいかんというよう

な行政としての予算の関係もあるんでしょうけどね、そういうふうなことをキチンと思うわけ

ですね。ですからそうしないと、年々年々滞納が増えていく。また今度５億４千万円も賦課を

住民にかけるわけですね。そのうちに必ずそのうちの何パーセントかは滞納として残っていく。

そういう可能性を秘めているわけですね。先ほど２、７、５の状況も分からない状況と、２、

７、５、賦課かけるときには２、７、５、計算してするわけですよね。ところが徴収してくる

側というのは、徴収した結果というのは２、７、５がどういう変化になっとるのか分からない。

そういうことになってしまっているわけでしょ。これ市民の生活をよく見るという意味からす

れば、どうしても５３万円を超えた人たちの保険料の納入状況はどうなのか。７割も補てん、

軽減してやった人たちの納入状況はどうなのかというのをキチンと見ていかんと本当の意味で

の血の通った市政と、行政というのが実行できないんじゃないか、そういうふうに強く思うわ

けですね。ですから今回のこの値上げによっても、今のような説明をずっと聞いてきた上で言

えばさらにいっそう滞納が増える。そして１億６０００万円でしたか１億６００万円でしたか、

ちょっと数字正確じゃありませんけど、不能欠損で切り捨てとるわけですね。これが年々増え
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ていきよる方向だというのも答弁でいただきました。これはやっぱり正しくないというふうに

思うんですよね。そういう状況を起こさないようなことやっていかないかんというふうに思う

んです。そういうことやっぱり全体をもういっぺん再度国保会計ということからだけじゃない

飯塚市全体の会計を見通して、そして将来の国保会計を見通してやってもらいたい。そのため

には２０年で大幅に先ほど言ったような方向で国保会計の改正をせないかん。そういう意味か

ら言ってもこの１年間限った話にせずに、１年間はいろんなところからお金を引き出してきて

赤字を埋める。そういうふうなことも考えてやっていただきたいというふうに強く思うところ

です。 

○ 委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な し ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

○ 楡井委員 

 今述べましたように、２００８年、平成２０年には介護保険を含めた国保会計のあり方を全

面的な見直しが求められている時期だというふうに思うわけです。そういう時期にこの１年限

りの改定を急ぐのではなくて、十分に深く検討すべきではないかというふうに思います。１年

待てないんだろうかということですね。本日リコールによる議会解散の住民投票実施を求める

本請求が行われました。順調に行けばといいますか、今までのスケジュールが示されていると

ころによれば、２月４日には私たち議員は失職をいたします。議会解散です。そういう意味で

はその審議の結果は急げば市民の皆さん方の投票行動の判断材料になりかねん大きなポイント

になるというふうに私は思うわけです。このようなうわついた時期に検討するのではなくて、

平成２０年というところをしっかり見据えた全面的な検討をすべきであるというふうに思うわ

けです。そのことが市民、ましては国保世帯の困惑と混乱ということを解消する大きな問題や

ないかというふうに思います。ぜひ議員の皆さん方の賛同も得てこの議案についての撤回ない

し継続審査という形で終わらせていただきたいというふうに思います。 

○ 委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な し ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１３６号 飯塚市国民健康保険税条例の

一部を改正する条例」について、原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

 賛成多数。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 次に、「議案第１３８号 飯塚市乳幼児医療費の支給に関する条例等の一部を改正する条

例」を議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○ 健康増進課長 

 議案書綴りの３７ページから４１ページの方に掲載いたしております。 

 議案第１３８号 飯塚市乳幼児医療費の支給に関する条例等の一部を改正する条例でござい

ます。補足説明をいたします。 

 子育て支援の充実を目指すために、県費補助事業の乳幼児医療費支給事業費補助金交付要綱

の改正に伴いまして、関係条例でございます飯塚市乳幼児医療費の支給に関する条例、飯塚市

母子家庭等医療費の支給に関する条例、飯塚市重度心身障がい者医療費の支給に関する条例の

一部を改正するものでございます。 

 改正の内容につきましては、４歳未満、３歳児でございます、の乳幼児医療費の初診料およ

び往診料の自己負担分を公費により負担し、保護者の負担軽減を図るためのものでございます。 

 なお県費補助金交付要綱による交付対象者は、３歳未満児が対象となっておりますが、本市
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におきましては、拡大分としまして４歳未満児を対象と致しております。 

 新旧対照表で説明いたします。３９ページをお願いいたします。アンダーラインの部分が改

正するものでございます。 

 飯塚市乳幼児医療費の支給に関する条例でございます。第３条、乳幼児医療の支給でござい

ますが、中ほどの、ただしの次に、「乳幼児のうち４歳に達する日の属する月の末日を経過し

たものにあっては」の文言を挿入することによりまして、初診料および往診料についての、

４歳児未満の者を新たに補助の対象者とすることを規定いたしております。 

 次に、飯塚市母子家庭等医療費の支給に関する条例でございますが、次のページをお願いい

たします。第４条で、同じく、中ほどのただしの次に、「対象者のうち４歳に達する日の属す

る月の末日を経過したものにあっては」の文言を挿入することによりまして、４歳児未満の者、

３歳児でございますが、を新たに補助の対象者とすることといたしております。 

 次に、飯塚市重度心身障がい者医療費の支給に関する条例でございますが、第３条で同じく、

３歳児の初診料および往診料を、新たに補助の対象者とする事の文言を整理し挿入いたしてお

ります。 

 なお本文附則におきまして、この条例は平成１９年１月１日から施行するといたしておりま

す。以上で終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１３８号 飯塚市乳幼児医療費の支給に

関する条例等の一部を改正する条例」について、原案のとおり可決することにご異議ありませ

んか。 

（ 異議なし ） 

 ご異議なしと認めます。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 次に、「議案第１４５号 指定管理者の指定について（飯塚市穂波福祉総合センター）」を

議題といたします。執行部の補足説明を求めます。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 議案第１４５号、飯塚市穂波福祉総合センターの指定管理者の指定について、補足説明をい

たします。議案書の５７ページをお願いいたします。 

 穂波福祉総合センターの管理運営につきましては、飯塚市穂波福祉総合センター条例第３条

の規定に基づき、指定管理者にこれを行わせるものとし、市報、ホームページ等で公報を行い

ました。飯塚市公の施設指定管理者選定委員会を１１月１０日に開催していただき、申請団体

の提出書類および面接に基づき、評価、審査の結果、指定管理候補者の答申を受けました。 

 つきましては、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会の議決を求めるものであ

ります。 

 なお指定管理者となる団体の名称は、株式会社トキワビル商会、指定の期間は、平成 1９年

4 月 1 日から平成２４年３月３１日までの５年間でございます。以上、簡単でございますが、

補足説明を終わります。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 楡井委員 

 １４５号ですかね。この指定管理者制度で穂波福祉総合センターを運営していこうというこ

とでの議案でありますけど、私９月議会で指定管理者制度について忠隈住民センターとこの福
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祉総合センターの条例改正のところで審議しましたときに意見として述べたことが、この指定

管理者制度をするときには独立行政法人と指定管理者制度、どっちがいいかこれを比較検討し

なさいという総務省の指示があるんですけど、これがやられてないということと、それから住

民参加の考え方だとか、積極性の後退とか、住民監査請求や住民の目線で、また利用者の体感

で反映させる、この運営を、ということでの保証がなくなるというようなこととか、兼業禁止

の問題とか、そういうふうな利用料の問題なんかも５年間は現状が守られるということであっ

たわけですけれども、それを過ぎた後、果たして公平な利用サービスが受けることができるか

というようなことを問うて反対討論したわけです。 

 それで今回トキワビルというふうなことに決まったということなんですけども、これは下の

方に書いてあるように、申請団体が１団体であったというふうに提案されています。これ公募

という形、当然とったと思いますけれども、公募をどのように行ったのかということをまずお

聞きしたいと思います。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 公募につきましては飯塚市の市報、それとホームページの方に掲載をしました。応募期間に

つきましては、１０月１０日から１０月３１日までをしております。 

○ 楡井委員 

 その間に１社しかなかったということなわけですね。それで、５年間というふうにこれなっ

てますよね、１９年から２４年まで。この間、毎年監査なり業務報告等は行われ、行政として

は当然行われると思いますけれども、その結果を議会への報告という形で行われるんでしょう

か。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 議会への報告は行われません。事業計画書という分が提出される分と、毎年度ごとに事業が

終わった後に事業報告書というのを提出の義務付けがされておりますので、その事業報告書に

関しての監査はできると思います。 

○ 楡井委員 

 そうなってくるとこの５年間はかなり大きなお金が補助として出されるんじゃないかと思う

んですよね。ここに目的の中に施設の管理費の削減が図られるというふうになっておりますけ

ど、この穂波福祉総合センター、ここを審議したときに約７，０００万円くらいの持ち出しと

いうようなことになってたんじゃないかというふうに思うわけですね。この７，０００万円が

当面５年間の間は支給されるといいますか、委託料の形で出て行くわけですね、行政の側から。

それは間違いないですかね。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 一般財源の方の持ち出しが７，０００万円ほどございましたけれども、このたび公募に関し

て減額の金額が約２，０００万円ほどの減額で公募いただいております。 

○ 楡井委員 

 そうすると当面、１９年度は約５，０００万円を支出せないかんと。こういうことになりま

すね。そうですね。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 １９年度については５，０００万円ほどの指定管理委託料を計上する予定にしております。 

○ 楡井委員 

 その後の展望といいますか、平成２０年、２１年、２２年と。こういうことは計算といいま

すか、計画にありますか。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 １９年度の事業報告等の提出を義務付けておりますので、その内容を精査いたしまして

２０年度、２１年度という形の指定管理委託料というのは変動する可能性はあります。 
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○ 楡井委員 

 それでは結局１９年が終わった時点で２０年、２０年が終わった時点で２１年と、こういう

ふうなことだというふうな説明だと思うんですね。そうなってくると毎年いくら市の方から補

助金といいますか、交付金といいますか、それを出さなきゃ、何ぼ出さないかんかというのが

分からんということになるわけですよね。そういうふうな状況にもかかわらず、先ほど答弁あ

りましたように、議会のチェックが入らない。公金を支出するのに議会のチェックが入らない

というのはいかがなものかと思うんですよね。これが指定管理者制度の欠陥なんですよね。こ

こをどうするかということになりますし、そういう意味ではこの５名の管理者選定委員会とい

うのが５名で構成されているようですけれども、ここの役割が非常に大きい、そういうふうに

なってくるんじゃないかと思うんですね。このメンバーの人たちは守秘義務とかいうことであ

って、報告ができないんですかね。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 毎年度の終わり、終了後の６０日以内に事業報告の提出は義務付けてますし、協定書等の中

でも毎月の監査というんですか、収入とかの確認とか、現地調査という、立ち入り検査とかい

うのは実施できますので、そういうものでは対応できます。 

 それからさっきの監査の件ですけれど、指定管理料という支出を行いますので、その委託料

の関係の監査の方は受けれると思っております。 

○ 楡井委員 

 確認しますけど、指定管理料という項目で議会のチェックができるという意味ですか。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 予算の支出をいたしますので、その予算の内容について確認はできると思いますけれども。 

○ 楡井委員 

 それでは次に移らせてもらって、５名の人数は言えないんですね。指定管理者選定委員会の

５人のメンバー。 

○ 総合政策課長 

 ５名の選定委員さんでございますが、学識経験を有する方が３名と市民公募から１名、それ

と市長が必要と認めるものということで職員が１名、以上５名で構成をされております。 

○ 楡井委員 

 分かりました。いずれにしてもその選定委員会の役割というのが非常に大きいと思います。

それでその人たちが、この括弧の１、２、３、４とありますうち、１番、２番、公正で公益的

な管理運営が見込まれるか、これ見込まれなくなった場合とか、それから施設の目的、理念に

あった事業が実施できるか、それやってないというようなことになった場合の対応はどこがど

ういうふうにするんでしょうか。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 この分については地方自治法の２４４条の２の１１項の方に指定管理者がそういう指示に従

わないときは管理を継続することが適当でないと認めるときに対しては取り消しとかまたは期

間を定めて業務の全部または一部の停止を命じることができるようになっております。 

○ 楡井委員 

 そうすると、それはそれでいいです。先ほどの話に戻りますけど、来年は２，０００万円の

削減ということになりますけど、これは現在職員の方がやっておられて、その職員の方からこ

のトキワビルさんに移るということでの人件費の削減というようなことが大きいんでしょうけ

ど、２年目、３年目からはそういう人件費の大幅な削減ということが見込めないんじゃないか

と思うんですね。そうなってくると、勢いどこをどうするかということと同時に、特に６年目

からは利用料制度といいますか、これになるわけですよね。いうなら独立採算制になるわけで

しょ。これ全然ずっとこの今のシステムが続くわけですか。 
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○ 穂波福祉総合センター長 

 今回は５年という契約をしております。５年の期限が切れる前、前年度になりますけれど、

新たにまた公募を行います。そういう対応で行うようにしておりますけれど。 

○ 楡井委員 

 公募して誰がなるかというのはいいんですけど、６年目以降も収支の赤字の分については行

政の側が補てんするというシステムが続くんですかね。 

○ 穂波福祉総合センター長 

 一応６年後、期限後も続く予定になります。その中で指定管理者自体が収入増、それとか

サービスの向上とかをされて、委託金が減るという可能性もありますし、建物自体の維持管理

費の方がかさむことも考えられると思いますので、そこの分については確定はできかねます。 

○ 楡井委員 

 いずれにしても行政の側からの、市の側からの持ち出しがゼロになるということはないわけ

ですね。じゃ、いいです。 

○ 委員長 

 ほかに質疑はありませんか。 

（ な し ） 

 質疑を終結いたします。討論を許します。討論はありませんか。 

（ 討論なし ） 

○ 楡井委員 

 私はこのことについては反対の表明をしたいというふうに思います。文章的には質疑をやっ

たばかりではっきりしませんので、また本会議のときにキチッと言わせてください。お願いし

ます。 

○ 委員長 

 ほかに討論はありませんか。 

（ な し ） 

 討論を終結いたします。採決いたします。「議案第１４５号 指定管理者の指定について

（飯塚市穂波福祉総合センター）」について原案のとおり可決することに賛成の委員は挙手願

います。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

 賛成多数。よって本案は原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 後、請願ですが、紹介議員のあれもありますので暫時休憩いたします。 

休 憩 １４：５３ 

再 開 １５：０５ 

 委員会を再開いたします。 

○ 委員長 

 「請願第３号 手話通訳派遣事業の充実実施を求める請願」を議題といたします。おはかり

いたします。請願第３号の審査をするにあたり紹介議員として本松和也議員に出席を求め説明

を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

 ご異議なしと認めます。紹介議員に出席を求め説明を受けることに決定いたしました。それ

では、ただ今より紹介議員の説明を求めます。本松和也議員、紹介議員席へどうぞ。 

（ 紹介議員席へ移動 ） 

 それでは、趣旨説明をお願いいたします。 

○ 本松和也議員 

 ３０番、本松和也でございます。請願第３号 手話通訳派遣事業の充実実施を求める請願に
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つきまして、ただ今からご説明をさせていただきます。手話通訳派遣事業の充実実施を求める

請願、請願事項、障害者自立支援法第７７条（地域生活支援事業）第１項第２号で、市町村に

実施が義務づけられている手話通訳派遣事業について、次の１、２、３を実施してください。 

 なお各事業の実施にあたっては、その内容について、飯塚市聴力言語障害者福祉協会、嘉飯

山手話の会連絡協議会と十分に協議をしてください。１、専任手話通訳者を設置し、派遣する

事業を実施してください。２、専任手話通訳者を補完する制度として、手話通訳者を登録し派

遣する事業を、１に合わせて実施してください。３、手話ボランティア養成講座、手話通訳者

養成講座を定期に開催し、聞こえる人に手話やろう者問題を啓発するとともに、専任手話通訳

者設置・派遣事業、登録手話通訳者登録・派遣事業を継続して運営する基盤となる手話ボラン

ティア、手話通訳者を養成する事業を実施してください。以上。 

 なお請願理由につきましては、省略させていただきますが、質疑の中で分かる範囲でお答え

をしたいと思います。以上、よろしくご審議くださいますようお願いいたします。 

○ 委員長 

 説明が終わりましたので、紹介議員に対する質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 高取委員 

 言われました１、２、３については、これは我々はこの１、２、３の請願と言いますか、要

求と言いますか、要望と言いますか、これは当然ですね、私は実行していかなくてはいけない、

成立させなくてはいけないと、こういうふうに思っておるわけでございます。しかしながら、

先日手話通訳者と申しますか、言語障がい協会と申しますか、そういう方々と話をしたとき突

然ではございましたが、いろいろそのときも私も質問をしましたんですけど、こういう飯塚市

議会厚生常任委員会委員の皆さんとの懇談会資料というのをいただきました。これのことにも

ちょっと質問しましたが、中を見てみますと、いろいろ行政として、また議員として予算上の

こととか、他団体の問題とかで、ちょっと即決ができないということがございます。例えばね、

私はこの一番この問題というのはちょっと言えば、１番がやっぱり論議を要することだろうと、

２、３はこれ当然いける問題じゃないかと、こういうふうに思っておるわけです。その中に、

専任手話通訳者の設置派遣事業の実施についてのところに、専任の手話通訳者をつくってくだ

さいと、それについては、労働条件というのがあるんです。それから人数が３名、それから登

録手話通訳者１０名とか、ボランティアは多数とか、ずっと書いてあって、労働条件のときに

市職員の俸給表の適用というのやらがあるんですね。このとき聞きましたらそれはまあ事業に

よっては、行政の方と話し合われたときに、そういう問題は解決してくださいというような私

話であったと思います。ですからそういうところから考えまして、この労働条件とか、いろい

ろ書いてありますが、今言われましたようにね、それからそののちに私たちはまた行政の係の

担当者とも話し合いをしたんです。そのときの話の内容にしますと行政の方は委託という、県

がやりよった委託というようなものだった。今度は手話の方では義務だと、行政の義務だと、

こういうところの大きな差があるんですね、それでこういういろいろ要求がしてありますが、

私が引っかかったのは市の職員並みとかになりますとね、採用試験はあっているが、しかし、

その場合には手話の方から、この人にして下さいと言うのか、何ですかね、給料表並みとか言

うと、いろいろできないなというような気持ちもするんですが、そのところはどういうような

請願議員の方に、手話の会がどういうような説明をされたか、ちょっとお聞きしたいんですが。 

○ 本松和也議員 

 お答えをさせていただきます。請願事項の１番の専任の手話通訳者を設置してくださいとい

う関係につきましては、請願理由の中でも書いてございますように、いわゆる高い専門性、そ

れから信頼ができる人間性、それから即応性と言いますか、そういうことで専任の手話通訳者

が設置が必要なんですよということでございます。ただ今、委員のご質問のように、例えば職

員としての身分といいますか、そうしたところの労働条件だとか、そういうものにつきまして
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は、私の答えられる権限ではございませんし、お聞きもしてないわけなんですが、それは今後

当局の方と十分話し合いをされて、実効性のあるような条件というものを探っていかれるのが

一番いいんじゃないかというふうに、私としてはそれ以上のお答えはできませんので、ご勘弁

をいただきたいと思います。 

○ 松本委員 

 今、高取委員の方からお話がございました。私ども委員会として団体の方ともお会いをいた

しましたし、また行政の考え方というのも、お聞きをいたしました。私ども委員会として、手

話通訳の方はぜひとも必要であろうという確認は、全員思いは持っておるわけですが、団体側

と行政側とがもう少しお話し合いをしていただかないと、なかなか温度差があるというふうに

私は感じております。しかし、障がい者の皆さん方が本当に地域でいろんな皆さん方と交わっ

ていただくには手話を通して、自分の思いを伝え、また先方の思いを自分たちに伝えてもらう、

これしかないわけですので、ぜひともその辺については、早急な対策が必要であろうというみ

んなの思いは一致をいたしておりますけれども、中身についてもう少し今申し上げるように、

やはり詰めた専門職の手話通訳というような形、また派遣というような部分も出てきておりま

した。ぜひとも前向きな体制の中で、思いをかなえていただきたいというのがあるんですが、

ここで私としてはもう少し中身を整理をしていただかないと難しい部分があるのではないのか

なというのを正直感じておりますので、行政の責務という部分でそれもやっていただきたいな

というふうにお願いをしておきたいというふうに思います。 

○ 委員長 

 すみません、紹介議員に対する質疑ですので、ほかに質疑がなければ、（「すみません」と

呼ぶ声あり）紹介議員に対する質疑ですので・・（「すみません、紹介議員の質疑ではありま

せん。すみません」と呼ぶ声あり）では、それでは紹介議員に対する質疑を終結いたします。

本松議員、本日は大変お忙しい中、ご出席いただき、ありがとうございました。退席していた

だいて結構です。 

（紹介議員、退席） 

 次に、執行部に対する質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 栗木委員 

 １月の７日に懇談会を市当局としました折に、例えば議員の方では専任設置を強く要望し、

また市の方では、いや非常に財政面、いろいろ問題があるということで登録派遣というような

お答えがありました。そういう中で非常に認識、お互いに一致しない面というのがいろいろご

ざいましたが、その間から今日まで１１月７日から、その中で市当局としてのお考え方がどう

いうふうになったのかということを再度お尋ねしたいと思います。よろしくお願いします。 

○ 社会・障がい者福祉課長 

 お答えいたします。今、ご質問者が話をされてありますように、私の方は１１月７日に厚生

常任委員会と協議をしたわけですけど、この中でも話をさせていただいておりますが、手話の

会とは今後とも誠意を持って協議をしていきたいということで、今まで以上に手話の会と何度

も何度も話をいたしまして、できるだけこの請願の趣旨ということについては理解していきた

いと考えております。ただ、そのときも話をいたしましたし、また今後もご相談申し上げます

けども、請願の理由の１にございます専任の通訳者の設置派遣ということと２番目のこれを補

完する制度としての登録派遣というようなことについての手話通訳の、ちょっと話が今あるわ

けですけども、本市としましては何度も話をしておりますように専任ということについては、

すでに２名配置し、今これは児童育成課とアン・アビでございますけども、もちろん今の本市

の財政状況から申しまして、非常に困難な面もございますけども、２番目の登録派遣、これを

先に協議できないかという具合に考えておりますので、よろしくご理解の方お願いしたいと思

います。以上でございます。 



２９ 

○ 栗木委員 

 専任設置と非常に厳しいという状況の今お話ありましたが、例えば登録派遣となりますとそ

の専任設置に対しての登録派遣でカバーできるのかどうかと、その辺が私もよく理解しており

ませんので、お願いします。 

○ 社会・障がい者福祉課長 

 ご説明いたします。登録派遣というのを先に協議をお願いしますと、今、私の方が説明いた

しましたが、これはいわゆる専従常駐の職員、もちろん市の職員ではございませんけれども、

県が実施いたします手話通訳者の要請事業において、登録をされた方という方を登録いたしま

して、必要な時間、場所に、順番によりこれを派遣するということでございます。本市の場合

は今後こうした事業について、もし協議等が整えば障がい者の団体の方には相談申し上げまし

て委託という形に持っていきたいというふうに考えております。そういった意味で一応専任通

訳者の補完というようなことではなくて、そういった具合に理解をしております。 

○ 栗木委員 

 先ほどから高取委員とか、松本委員からの非常に重要な課題であり、もう大変現段階では非

常に判断が難しいというようなご意見が出ました。その委員さんたちのご意見もありましたよ

うに、本当にこの請願については私たちはまだまだ慎重に審議していくべきではないかなと思

いますので、本日は継続審査としていただけましたらということで委員長の方においてお取り

計らいを願いたいと思いますが、よろしくお願いいたします。 

○ 委員長 

 ちょっと待ってくださいね。質疑ほかにちょっとある方。 

○ 平山委員 

 あのですね、あっ、立ってですね。今執行部の言われた１の専任手話通訳の考え方と手話の

会が言われているこの専任手話通訳者の考え方がまったく違うと思うんですよね。この前手話

の会の方から聞いたお話のこの専任手話というのは自分たちが推薦する人を置いてくれんかと、

今の置かれてる手話の会、あっ手話の会じゃない、専任手話の人たちは今の手話の会の人たち

の心がわからないというようなお話をこの前私は聞いたんですよね。そこに１つの問題点があ

るんですよ。だから執行部が今言ったように県の事業の派遣者じゃなくって手話の会が推薦さ

れる人を置くか置かんかというのがまず１つでしょ。それとその人が職員並みの待遇を受ける

ようにというのが２つの手話の会の人たちの要望と思うんですよね。今の説明では全然すれ違

って何百回話をしてもすり合わせができないと思うんですよ。そこのところを今度執行部がど

うするのかということをしっかり答えてやらないといかんと思うんですよね。私もこれ継続で

いいと思うんですけど、今日の今日決定というのはなかなか難しいと思うんですけど、だから

その２点をしっかりどうするかということを執行部が答えてやらないといかんと思います。 

○ 委員長 

 答弁はいいですかね。（発言する者あり）松本委員の話を聞いてからしよう。 

○ 松本委員 

 私も関連でございます。今お話ございました。この行政が言っておられる派遣、手話派遣こ

れをするとこの１、ここがうやむやになってしまうんじゃないのかなと、団体の方は思ってら

っしゃるんじゃないのかなとそういう気がしてならないんですね。だから今言われるように、

皆さん方が推薦をされる、また高度な技術を要する手話の方というふうになってくるんだろう

というふうに思います。そうすると今言うように予算もどうなのか、身分もどうなのかという

ような話にたぶんなってくるんだろうというふうに思うんですが、そこのところを行政の方が

どういうふうな考え方なのかですね、合わせて同じ質問になろうかと思いますので、そこのお

答えができるようでしたら答えていただきたい。 

○ 社会・障がい者福祉課長 
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 お答えいたします。今質問の中で出ておりますように、これ１、２、３請願理由の１、２、

３ということで言わせていただきますけども、もし２だけが先行すれば１というのはだめにな

るんじゃないかということでございますが、決してそういうことではございません。と申しま

すのが３番目にいわゆるボランティアということの位置付けがございますが、こういった専任

の方、専任の専従者、それから登録派遣の通訳者、それとボランティアといった、こういった

いわゆる３つの区分分けと申しますか、こういったものが３者が互いに、お互いに補完をしな

いと、これあえて反論させていただきますが、請願理由に出ておりますが、１を補完するもの

が２という捉え方をされておりますが、決してそうではなくて１、２、３というような、それ

ぞれの手話通訳を必要とする方、これ具体的に申しますと、例えばレジャーとか、旅行とか、

そういった会話がもしできないときは専任の通訳者とか、あるいは派遣登録といった通訳者で

はなくて、むしろボランティアの養成を今全国的に展開しております。本市でももちろん職員

が今、一所懸命手話通訳を勉強しておりますが、そういった相手方に応じたような手話通訳を

理解できる、そういったものを養成しておかないと、あまりに補完するものだという形で捉え

ますと、そういった形になるんじゃなかろうかというふうに理解をしております。そういった

意味で手話の会がおっしゃってありますように専任の通訳の設置派遣ということで、切実に要

望されておるということは、十分に理解しておりますし、そういった要望なり要請につきまし

ては、迅速な処理といったことの特別な配慮が必要かというようには考えております。しかし

ながら、今までの本市の経過等から申し上げますと、常に必要な職員をいつ来られるかもわか

らないという状況の中で用意しておくのも一面では現実的ではないのではなかろうかというよ

うには考えております。いずれにしましても何度も申し上げますように手話の会とは今後とも

一所懸命話し合いをさせていただいて、少しでも手話の会のおっしゃっている形に持っていき

たいというように考えておりますので、よろしくご理解の方、お願いいたします。 

○ 松本委員 

 今、ご答弁いただきましたけれども、障がい者の皆さん方が仮に病気になられた。そして手

術をしなくてはならない、そういったものについては何月何日におなかが痛くなりそうなので、

胃を切らないといけないと思うとか、そういうことはないわけで、急きょやはり自分の命と生

命とにかかわる通訳の方が必要になってくる。だとしたら、そのときに本当に間に合うのかと、

そういういろんな部分が出てくるというふうに思います。それで今皆さん方が望んでいらっし

ゃる部分が行政として本当にできるのかどうなのか、また努力を今後考えて２段階として考え

ていけばできるということであれば、またそれも一足飛びに完全なものというわけにはいかな

いかもしれません。だからそこのところをぜひ十二分に話し合いをしていただいてですね、今

も行政の方は十二分に話し合いをしているというふうに言っておられますけれども、結果とし

ては行き違いがあるからこういうふうなことになっているわけですよね。進んでいっていない。

だからぜひそこのところを重ね合わせてやっていただきたいというのが委員会の意向であろう

というふうに思いますので、ぜひよろしくお願いをしておきたいと重ねてお願いをします。 

○ 委員長 

 ほかに質疑はありませんか。（発言する者あり）質疑、いいですか、あのですね、ただいま

複数の委員の方から本日継続審査、失礼しました。質疑を終結いたします。それで先ほどから

（発言する者あり）いや質疑じゃないということで、確認してますので、（発言する者あり）

あとで出しますので、はい。質疑を終結します。（「質疑は終結したらだめ」と発言する者あ

り）ちょっと暫時休憩します。 

休 憩 １５：２８ 

再 開 １５：２８ 

 委員会を再開いたします。先ほどから複数の委員から本日継続審査としていただきたいとい

う旨の申し出があっております。おはかりいたします。本件は慎重に審査をすべきであるとい
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うことで継続審査といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。 

（ 「異議あり」の声あり ） 

○ 楡井委員 

 今日の午前中にリコールの本請求がなされましたよね、そうすると１月の終わりか、２月の

はじめには先ほども言いましたけど、我々の身分がなくなって、もし今日ここでこの請願が継

続審査ということになると結局この請願は廃案になるわけですよね。そういうことでしょ。そ

うするとせっかく傍聴にもみえて、今まで長い間行政の側とも話をしてこられた結果が無駄と

は言いませんけれども、実らないということになれば残念だと思うんですよ。そういう意味で

は今日やっぱり採択をした上で、食い違いの点などは行政と団体の方とがよく話し合いをして、

納得いくような方向をすべきじゃないかというふうに思うわけで、本委員会としてはとりあえ

ず採択をしてあとは行政と団体にお任せするというような処置がとれないものかというふうに

思うんですがいかがでしょう。（発言する者あり） 

○ 委員長 

 あのですね、今楡井委員の方から採決したらどうかという・・（発言する者あり）採決でし

ょ。ところが今委員の方が今朝も出てましたように、これがちょっと否決とかになったら今の

聴力障がいの方とか、手話の会の人たちのこれからの運動に非常に制約をかける、逆の意味で

障害になると思うんですよ。前の委員会でこうなってるからと。それで新しい議員が選出され

た中でもう一度請願を出していただいて、その場で審議していただく方がベターじゃないかと

思うんですよ。いかがなもんでしょうか。 

○ 高取委員 

 委員長、ちょっと違いますけどね、私はこういう場合は皆さんの意見を聞いてね、しないと

委員長がどうでしょうかと言われても困るんですよね。私は１、２、３について実現する方向

でやっていかないといかんと思うんです。手話の会の方から聞きましても、行政から聞いても

大きな違いです。先ほど平山委員も言われましたように。義務と委託の考え方なんですよ。

１０月１日から県が市町村に委託したもんだから、行政としては委託として来たんだなという

ものの考え方なんですよ。手話の会の方たちは、いやこれ１０月１日から市町村に来たけど、

ここである程度完備したものを決めなくちゃならんという意見の相違が出てきとるんです。で

すから、行政の肩を持てば行政はそういう話の中で段階を踏まえて皆さんの意見を調整してい

きましょうと、こういう考え方なんですよ。今、楡井委員が言われましたように本請求が出ま

したらどうなるかわからんと言われてもね、今私たちに即決せいと言われてもね、私たちは即

決できないんですよ。これ大きな問題だし、否決とか何とか言いだすとちょっと飯塚市おかし

いんじゃないかとなるんですよ。これどこの自治体も市町村に委託されたから、ちょっと悩み

ようとですよ。どうしようかと、とにかく希望どおりしてやりたいと。ですからこれはもうは

っきり言ったら、いいですか、解散したら、そこで即決、すぐできるようにやってもらわない

といかん。私はそういう意味で今副委員長が言われたように継続審査しかないなあと、継続審

議しかないなと思います。 

○ 委員長 

 ではあらためて諮らせていただきます。本請願については継続審査としてほしい旨の申し出

がありました。おはかりします。本件について継続審査とすることに賛成の委員は挙手願いま

す。 

（ 挙手 賛成多数 ） 

 賛成多数。よって、請願第３号については継続審査とすることに決定いたしました。 

 次に、「請願第４号 国民健康保険税の引き上げ中止を求める請願」を議題といたします。

本件については、先ほど「議案第１３６号 飯塚市国民健康保険税条例の一部を改正する条

例」を原案可決すべきものと決定いたしましたので、みなし不採択といたします。（発言する
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者あり）不採択ですね。採択しないです。 

 それでは、市長が公務で、今から報告事項になりますので退席することにしていただきます

のでよろしくお願いいたします。 

 おはかりいたします。案件に記載のとおり、執行部から３件について、報告したい旨の申し

出があっております。報告を受けることにご異議ありませんか。 

（ 異議なし ） 

 ご異議なしと認めます。よって、報告を受けることに決定いたしました。 

 「飯塚市忠隈住民センターにかかる指定候補者について」報告を求めます。 

○ 穂波支所保健福祉課長 

 飯塚市忠隈住民センターにかかる指定候補者についての報告を行います。 

 飯塚市忠隈住民センターにかかる指定候補につきましては、先ほどの穂波福祉総合センター

と同様、１０月１０日から１０月３１日まで、市報等に掲載し、公募をかけております。また

１０月１７日に現地説明会を開催したところ、２社の参加がありまして、現地で２社に説明を

申し上げております。しかしながら、１０月３１日の応募締切までには残念ながら公募があり

ませんでした。以上報告を終わります。 

○ 委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 

 次に、「工事請負契約について」報告を求めます。 

○ 契約課長 

 工事請負契約の締結状況について、お手元に配布しております資料により報告いたします。 

 本件工事名は、蓮台寺児童センター建設工事で、建築Ｂランク工事でございます。 

 入札執行状況につきましては、業者選考委員会において、建設工事指名競争入札参加者指名

基準により、その有資格者の中から当該工事に対する適応性等を考慮し、手持ち工事のない業

者を選考のうえ指名し、１１月７日に入札を行いました。 

 その結果でございますが、予定価格５，９１９万５，８５０円に対し落札額５，０３１万

６千円、落札率８４．９９％で株式会社三木建設が落札しております。以上簡単ではございま

すが報告を終わります。 

○ 委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

（ 質疑なし ） 

 質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますのでご了承願います。 

 次に、「行財政改革の推進について」報告を求めます。 

○ 行財政改革推進室主幹 

 行財政改革大綱および大綱に基づく実施計画を策定しましたのでご報告いたします。 

 行財政改革大綱および大綱に基づく実施計画につきましては、各課および職員からの提案、

タウンミーティングやパブリック・コメントの手法にならって募集しました市民からの意見、

また、行財政改革推進委員会からの答申書および意見・提言書を尊重した中で、１１月６日に

開催しました行財政改革推進本部で最終審議を行い策定いたしております。 

 まず、最初に、行財政改革大綱についてご説明いたします。配布いたしております行財政改

革大綱をお願いいたします。７ページをお願いいたします。 

大綱に基づく実施計画の計画期間でございますが、平成１８年度を起点といたしまして平成

２２年度までの５年間を計画期間といたしております。なお必要な時点で随時見直しを行って

いくことといたしております。 
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次に、数値目標でございますが、財政再建団体への転落を回避し、かつ平成２２年度までに単

年度収支が黒字となることを目標といたしております。 

下段の基本理念でございますが、８ページをお願いいたします。 

 行財政の簡素化・効率化を図り、安定した行財政基盤の確立、市民と行政が協働した自主・

自立したまちづくりの推進、この２つの基本理念を掲げております。 

 次に基本方針でございますが、５つの基本方針を掲げ、それぞれの基本方針に基づいて推進

項目を掲げております。内容の説明につきましては省略させていただきます。 

 次に行財政改革大綱に基づく実施計画でございますが、実施計画の行政素案を行財政改革推

進委員会に提案し、ご意見・ご提言をいただいたものをとりまとめておりますので、別冊にな

っております意見・提言書をお願いいたします。１ページをお願いいたします。 

 中段に記載されてありますが、今回の意見・提言については、平成１９年度当初予算に少し

でも反映できるように短期間で取りまとめたものであり、市が今後策定する大綱等の進行管理

については、適宜報告を受け、更に点検しながら１年または１年半後には公募市民等を含めて

再度組織し、抜本的に大綱等の見直しを行う必要があることが付記されております。 

 ２ページをお願いいたします。各委員からの意見が集約されておりますが、内容の説明は省

略させていただきます。 

 次に実施計画でございますが、別に配付いたしております実施計画をお願いいたします。 

 ２ページをお願いいたします。大綱の基本方針および推進項目に基づいて具体的な推進項目

を掲げております。 

 ４ページをお願いいたします。推進項目の集計表でございますが、一番下の合計欄に記載い

たしておりますように、項目数は９８件となっております。効果見込額でございますが、平成

１８年度、２億９，９４１万７千円、平成１９年度、２１億５，９６１万円、平成２０年度、

２５億９，７３６万６千円、平成２１年度、３７億４，５６５万６千円、平成２２年度、

４１億３，７４８万円、５年間計で１２９億３，９５２万９千円となっております。 

 次に個別の推進項目については、別に配付いたしております実施計画の抜粋、そちらの方を

お願いいたします。この抜粋につきましては、全課にまたがるものおよび厚生委員会の所管に

関する主なものを抜粋いたしております。 

 １ページをお願いいたします。表の上段でございますが、項目、内容、計画年度、中心とな

る担当部課を記載いたしておりますが、誠に申し訳ございませんが、計画年度で年度の記載が

漏れております。左から１８年度から２２年度まででございますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 はじめに、№１１「各種助成措置の節減」でございますが、生活保護世帯に対する各種助成

措置については、３品目、ランドセル・水着・タオルケットについて継続実施しておりますが、

本事業品目は生活扶助費に算定されているため、節減の方向で検討することといたしておりま

す。 

 №１５「大規模投資的事業の見直し」でございますが、将来のまちづくりを見据えた中で、

新市総合計画と整合性を保ちながら、一時凍結を含め、取捨選択して実施することといたして

おります。 

 №１６「福祉給付金給付事業の見直し」でございますが、類似した給付事業との調整を行う

など、当事業の見直しを行うことといたしております。 

 次に、№１７「長寿祝金給付事業の見直し」でございますが、７０歳以上の方に一律５千円

を給付いたしておりますが、節目の年齢である高齢者への給付に変更することといたしており

ます。 

 次に、№１８「普通建設事業の見直し」でございますが、厳しい財政状況を踏まえ、削減を

行うことといたしております。 
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 ２ページをお願いいたします。№２３「補助金等の見直し」でございますが、総体的な補助

金交付基準等を策定し、個々の補助金等の役割、効果等の評価を行い、整理統合・廃止などを

検討することといたしております。 

 次に、№３０「保育料の見直し」でございますが、現在、保育料は、国の徴収基準額の

８０％に統一しておりますが、保育料の適正な負担のあり方について、今後、他市の状況を勘

案しながら検討することといたしております。 

 次に、№３１「児童クラブ利用料の見直し」でございますが、利用料は現在月額３千円でご

ざいますが、今後、利用料の見直しを行うことといたしております。 

 ３ページをお願いいたします。№５４「公立保育所運営事業の見直し」でございますが、公

立保育所の配置および定員の見直しにつきましては、平成１９年３月までに提出予定の次世代

育成施策推進委員会の答申に沿って検討することといたしております。 

 №５５「愛生苑及び頴田志ら川荘の取扱い」それから資料には抜粋いたしておりませんが、

「市立頴田病院の取扱い」につきましては、現在、病院・老人ホーム対策特別委員会で審議が

行われていますが、頴田志ら川荘については、本年度中に愛生苑へ統合し、統合した愛生苑は

民間へ移譲することとし、頴田病院につきましては、現状有姿で民間へ移譲することといたし

ております。 

 ４ページをお願いいたします。 №６４「高齢者、有識者、大学生等の人材活用」でござい

ますが、地域の個性・特性を生かした一体性・均衡ある協働のまちづくりを展開するために、

高齢者や学生などがもつ知識・経験、発想を地域に活かすための取り組みを積極的に推進する

ことといたしております。 

 ５ページをお願いいたします。№８１「附属機関である審議会、協議会等委員の選出方法、

委員数の見直し」でございますが、委員の過度の重複や長期就任、女性登用率の低迷、市民公

募の有無等、設置運営について差異があるため、基本的なルールを設定するとともに、パブリ

ック・コメント制度の導入などを活用することにより委員数を見直し、原則２０％削減を目標

とするものでございます。 

 再度恐れ入りますが、実施計画の方をお願いをいたします。 

 ２０ページをお願いいたします。 №８６「定員適正化計画の策定・実施」でございますが、

合併によるスケールメリットを最大限に活かしながら、定員適正化計画を策定し、順次実施す

ることといたしておりますが、平成２３年度当初には、平成１８年度当初と比べ１６８人、

１３．９%の削減を目標といたしております。 

 なお本年度末の退職予定者数でございますが、定年退職者２２名、退職勧奨による退職予定

者４８名となっております。 

 以上が行財政改革大綱および大綱に基づく実施計画の概要でございますが、大綱等の進行管

理につきましては、行財政改革推進本部および行財政改革推進委員会で行ってまいりたいと考

えております。 

 次に、財政シミュレーションと行財政改革の効果額との関連についてご説明いたします。恐

れ入りますが、財政シミュレーションをお願いいたします。 

 この財政シミュレーションは本定例会に提案いたしております平成１８年度１２月補正予算

をベースとして、一定の条件を基に、平成２７年度までの１０年間で作成いたしております。 

 １ページに各費目の条件を記載いたしております。なお、このシミュレーションには、国の

地方財政対策等が現時点では不透明な部分が多いため反映させておりません。従いまして、今

後の結果次第ではこのシミュレーションの数値も変動してまいります。 

 ２ページをお願いいたします。歳出の状況の下段に記載いたしております歳入マイナス歳出

の欄でございますが、平成１８年度はマイナス２２億８，３００万円、平成１９年度以降毎年

約４０億円程度の財源不足が予想されます。 
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 当初予算では５２億円の財源不足が生じ、財政調整基金や減債基金を取り崩した中で収支バ

ランスを図っているというご説明を行ってまいりましたが、平成１７年度の決算、１８年度の

交付税、予算執行状況等を精査し、１２月の補正予算を編成いたしましたところ、財源不足額

が２２億８，３００万円となったところでございます。 

 その主な理由でございますが、３ページをお願いいたします。まず、歳入では市税、主に法

人市民税でございますが、収入増で約１億７，６００万円、交付税の増で約９億３，４００万

円、国保会計繰出金の清算で１億８，０００万円、繰越金の増で約９億５，８００万円、歳出

でございますが、行財政改革の本年度実施分で約２億９，９００万円、執行残で約４億１，

１００万円等で２９億１，７００万円の財源が確保される見込みとなりましたので、財源不足

予想額が５２億円から２２億８，３００万円となったものでございます。 

 なお下段に平成１８年度と１９年度の財源不足の比較を記載いたしておりますが、その増減

の主なものといたしまして、歳入で国保会計繰出金の清算分の減、１億８，０００万円、繰越

金の減、約６億５，８００万円、財産収入の減、約２億９，７００万円、歳出で退職手当組合

特別負担金の減、約２億５，５００万円、地域振興基金積立金の一般財源分の減、２億円、介

護特会繰出金の減、約２億７，１００万円、投資的経費の増、５億円、公債費の増、約４億３，

６００万円等で約１６億８，９００万円の財源不足が平成１８年度から比べますと上乗せされ

ることが予想されております。 

 恐れ入りますが前ページを再度お願いいたします。このようなことから、平成１９年度の歳

入マイナス歳出に記載いたしておりますように、約３８億８，６００万円の財源不足が見込ま

れております。 

 下から２段目の行革効果後の単年度収支でございますが、平成２２年度に概ね単年度収支の

バランスがとれるように予想いたしておりますが、今回のシミュレーションには記載いたして

おりませんが、平成２８年度以降は、合併による交付税の特例措置がなくなり、毎年２０数億

円の減少となりますので、このことを念頭に置いて今後の財政運営にあたっていかなければな

らないというふうに考えております。 

 以上、簡単ではございますが、行財政改革の推進について報告を終わります。 

○ 委員長 

 報告が終わりましたので質疑を許します。質疑はありませんか。 

○ 西川委員 

 この中に各地域の現在活用してあります市有財産、要するに言いますなら各地域の自治会の

公民館、そこらあたりの運営なり、それをどう活用し、どのように運営していくのかというの

が全くこの中に記入がないような気がするんですが、どこかあるんでしょうか。あったら教え

てください。なければどういうことになってるのかを説明をお願いします。 

○ 行財政改革推進室主幹 

 自治公民館につきましては、単独、個別の推進項目には挙げておりません。これにつきまし

ては別途、現在関係各課で検討いたしておりますが、全体的な公共施設のあり方についての件

というのが、具体的な推進項目の中に挙げております。ナンバーでいいますと４９でございま

すが、合併いたしまして、多数の公の施設等が存在しております。この合併の最大のメリット

でありますスケールメリットがこの施設の部分の統廃合なり整理統合というのは今後の大きな

本市の課題ということになるかと思っておりますが、自治公民館等も含めた中で今後どのよう

にすべきかというのがその委員会の中で検討をしていくことになるかと思っております。 

○ 西川委員 

 この４９番というのはさっきからずっと読んでたんですよ。その中にも地区公民館という名

前そのものも全く出ておりませんけれども、今普通言われておるところでは各旧町の自治公民

館、これは私の知る限りでは頴田町と庄内町でしたか、は町が運営し、管理するという形にな
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っておったと思います。飯塚市を言いますと飯塚市は各個別で運営管理をし、修繕等も全部各

地区でやっておったというようないろいろな問題があるようでございますが、現在合併後、各

地域での活動、それから地域での運営、これについては各支所の担当者からはやはり地域の公

民館についてはだいたいこういう形になりましょうやと。だいたいこういうふうに本庁の方で

は話があるようですよとか、いろいろな噂話としては聞いております。それを実際的に正式に

通達を出すのか出さないのか、私がこう言っておるのはなぜかというと、私は旧頴田町の方で、

自治公民館の会長をさせていただいてる関係で非常に関心があるところですし、今盛んに本庁

の方とも話をするんですが、なかなか明確な答えが出てこないというような状況でございます

ので、ここの中で敢えてそういうことを申し上げておきますということで終わります。 

○ 楡井委員 

 どこまでどげなふうに聞いていいのか・・・ 

○ 委員長 

 基本的には委員会所管の分やろうと思うんですよね。ただ最後なんですよね、聞くことが。

今の流れからいくと、議員として。だから少しぐらいはいいんかなという思いはあるんですけ

ど。できたら委員会の分でお願いします。 

○ 楡井委員 

 どれがこの委員会かということが・・・。分からん。 

○ 委員長 

 抜粋してあるそうですよ。 

○ 楡井委員 

 こっちの方では分からんですね。今はじめて見るもので。前もらった分で。 

 それではこれ実施計画全体のある分ですね。これの６ページですけどね。上から３段目の各

種助成措置の節減ということでありますが、これが結局今までやってた分を全然やらんと、支

給しないということになるんでしょうから、これでだいたい金額はどのくらい浮くものなのか。

それから公営住宅建て替え事業の見直しという項目が、今言った一段後にありますけど、これ

現在穂波町では弁分の住宅を建て替え建設中で、今３棟目が建って、もともと５棟建つ予定に

なってるんですよね。これがこの見直しによって中断するのかどうかということ。それから大

規模投資的事業の見直しということですけれども、具体的にはどれがどういうふうな対象にな

るのか教えていただければというふうに思います。それから次のページの長寿祝い金給付事業

というのがありますけど、これは結局７７歳とか８８歳とかそういう区切りという意味でしょ

うけれども、それが一律５千円になるということなんですよね。これで従来との関係ではいく

らくらいの金額の節減といいますか、削減になるのか。これ一律５千円なのかどうかというこ

とも含めてちょっとお願いしたいと思います。補助金の見直しはこれまた後で。それから

８ページのごみ収集手数料の見直し、これ、いいんですか。 

○ 委員長 

 とりあえず言ってください。 

○ 楡井委員 

 これ委員長の承認を得て言ってますので、委員長に文句言ってください、言うなら。 

 それから保育料の見直しというのがありますので、これは８０％に統一するということでし

ょうから、現状との関係での差なんかを示していただければなというふうに思うんですね。そ

れから、児童クラブの利用料、穂波で言えばゼロから３千円になって、また今度上がるという

ことになりますし、これが今後いくらにする予定なのか、料金の見直しということで下がるの

か、上がるのか、まあ下がることはないでしょうけれども。それから幼稚園の問題で言えば、

通園バスの利用、９ページの下から３段目、これはもう一律千円ということにする・・・、千

円から２，５００円にするということですね。これ現在どのくらいの人が利用してるのか、そ
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れについての市としての収入がどのくらいあるものなのか、こういうことも聞いておきたいと

いうふうに思います。とりあえずそこまで答弁していただけますか。 

○ 委員長 

 ちょっと待ってください。質問が多岐にわたってますんで、できれば一問一答の方がいいの

かと思うのと、当委員会の所属外のことについては、一応、先に当委員会の分を行きたいと思

いますのでよろしくお願いいたします。（高取委員の「議事進行」という声あり） 

○ 高取委員 

 これは大綱ですから、どこかで審議をするのか、ただ報告だけで終わるのか、いやどこかで

しますよということになればやっぱり特別委員会か何か知らんけど、どこかで審議をしていき

ますよといったら今、楡井委員が出されたようなものを我々も出したいの一杯あるんですよ。

だから委員会報告して我々実施しますよということなんですか。その審議をするのか報告なの

かさっぱり分からん。そして我々いろいろ聞きたいが、まだ報告だからと、今までの慣例で黙

っとるだけですよ。どうするんですか。大綱をどこも審議せんよ。あなたたち見せてもう委員

会何かあったら物言ってきなさい、終わりじゃ、ちょっと私は情けない。 

○ 行財政改革推進室主幹 

 今回報告させていただいております大綱、それから実施計画につきましては、報告をさせて

いただき、別途議会の方で審議ということはございませんが、個別の推進項目を実施する中で

当然予算が絡んできたりとか、条例の改正等がしなければならない部分がありますので、その

中で個別のものについてはご審議をお願いしたいというふうに考えております。（発言するも

のあり） 

○ 委員長 

 暫時休憩します。 

休 憩 １６：０３ 

再 開 １６：１０ 

 委員会を再開いたします。ほかに質疑はありませんか。 

（ な し ） 

 質疑を終結いたします。本件は報告事項でありますので、ご了承願います。 

 これをもちまして、厚生委員会を閉会いたします。おつかれさまでした。 

 


